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はじめに 
 

2015 年 9 月の国連サミットにおいて、地球環境や経済活動、人々の暮らし等を持続可能なもの

とするために、全ての加盟国が 2030 年までに取り組む「持続可能な開発目標」（Sustainable 

Development Goals 以下 SDGs という）が採択された。SDGs は、17 のゴール・169 のターゲッ

トから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っている。 

最近のわが国企業においては、SDGs の関心は高まっており、関西でも独自製品や技術で社会

課題の解決を図るビジネスに取り組んでいる企業が生まれている。一方、自社の事業と SDGs の

関連づけに苦慮している企業、SDGs の理解不足から自社の事業は SDGs と無関係と考えている

企業、SDGs をどう企業活動に活かしていけばよいか迷っている企業も多い。 

こうした中、飢餓や貧困の撲滅、気候変動への対策といった社会課題解決の取組を関西から発

信し、SDGs の実現を目指す「2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）」の 2025 年開

催が決まり、関西では、万博開催決定を契機に、企業の SDGs の理解が進み、SDGs の推進体制

の整備や SDGs を事業に活かそうとする機運が高まりつつある。 

このような状況を踏まえ、(一社)日本機械工業連合会では、(一財)機械振興協会との共同事業と

して、（一社）日本機械工業連合会大阪事務所を事務局に、関西地域の機械産業を中心とした製造

業や支援機関等の SDGs の取組の実態を把握するとともに、SDGs を企業活動に活かしていくた

めの対応策や支援策等を検討するため、2020 年 8 月に「関西製造業振興に向けた SDGs への取組

に関する調査専門部会」（部会長：大阪市立大学大学院嘉名光市教授）を設置し本調査を行った。 

本調査では、SDGs に関する基本的な情報や現状及び動向を把握しアンケート調査やヒアリン

グ調査に活かす文献調査、機械工業を中心とする製造業 3,000 社（関東圏、中部圏、関西圏の各

1,000 社）に調査票を送付し SDGs への取組の現状や今後の取組の意向等を把握・分析するアン

ケート調査、先進的な SDGs の取組を実施している企業等のヒアリング調査をもとに、実態把握

や分析等を行い、企業が SDGs への取組を強化・促進するための対応策、支援機関等の支援策等

について考察した。 

本調査が、機械産業をはじめとした製造業の SDGs 活動の推進の一助となり、関西はもとより

わが国製造業の振興につながれば幸甚です。 

最後に、本報告書を取りまとめるにあたり、ご指導を賜った調査専門部会の嘉名光市部会長及

び各委員の皆様、アンケート調査やヒアリング調査にご協力いただいた企業や団体の皆様、新型

コロナウイルス禍で調査活動が円滑に実施できない中、Web 会議等も活用し精力的に調査・分析

に取り組んでいただいた調査受託先の三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社に厚く御礼

を申し上げます。 

2021 年 3 月 

一般社団法人 日本機械工業連合会 

会 長 大宮 英明 

（関西事業活力研究委員会） 

委員長 岡田 博文 

一般財団法人 機械振興協会 

会 長 釡 和明 
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I．調査概要 
 

本調査は以下に示す調査方法、調査体制で行った。 

 

１. 調査の背景 

2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」（SDGs）は、地球環境や

経済活動、人々の暮らし等を持続可能なものとするために、全ての加盟国が 2030 年までに取

り組む行動計画である。 

また、2025 年に開催される大阪・関西万博では、SDGs の達成目標年である 2030 年の中間

年であるとして、SDGs 達成に向けた取組を促進する場とすることを、開催の目的の一つに掲

げている。 

このように、SDGs に取り組む機運は世界的に高まるとともに、2025 年の大阪・関西万博

のホスト地域となる関西地域においては、企業のみならず、行政や各種団体・住民を含めて、

SDGs に積極的に取り組むことが、より一層重要な意味合いを持っている。 

 

２. 調査の目的 

こうした動きをふまえて、製造業、特に関西地域における SDGs への取組状況や今後の課題

について検討することを、本調査の目的としている。文献調査、アンケート調査、ヒアリング

調査等を行い、実態を明らかにし、今後の取組の方向性について取りまとめていく。 

 

３. 調査の方法 
 

(1) 文献調査 

文献調査では、書籍、ウェブ上の各種資料や先進事例をもとに、SDGs に関する基本的な情

報や現状及び今後の動向を把握し、アンケート調査やヒアリング調査の参考となる情報の収

集・分析を行った。 

 

(2) アンケート調査 

2020 年 8 月に、機械工業を中心とする製造業 3,000 社（関東圏、中部圏、関西圏の各 1,000

社）に対して、SDGs への取組の現状や今後の取組意向を把握するアンケート調査を実施し

た。新型コロナウイルス感染症の影響がある中で、約 400 社からの回答があり、それらを集

計・分析した。 

 

(3)  ヒアリング調査 

文献調査により把握した先進的な取組を実施している企業、アンケート調査回答企業に対し

て、ヒアリング調査を実施した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策が各社で実施さ

れている中でのヒアリング調査となり、訪問ヒアリング、web ヒアリングの形式を併用する形

で実施した。 
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(4)  調査専門部会による検討 

「関西製造業振興に向けた SDGs への取組に関する調査専門部会」では、文献・アンケー

ト・ヒアリング調査結果をふまえ、延べ３回の検討を行った。2020 年 8 月 4 日開催の第 1 回

部会では、文献調査の報告とそれを踏まえたアンケート調査の実施内容について検討した。10

月 22 日開催の第２回部会では、アンケート調査結果と一部のヒアリング調査結果を報告し、

ヒアリング調査の対応やアンケート調査の追加分析及び今後の調査の留意点等について検討し

た。2020 年 2 月 4 日の第３回部会では、調査報告書（案）について検討し微修正の上報告書

としてまとめることを了承した。 

 

 

関西製造業振興に向けた SDGs への取組に関する調査専門部会委員名簿 

 

部会長 嘉名光市 大阪市立大学大学院 工学研究科 都市系専攻 都市計画分野 教授 

委 員 村松一将 ㈱栗本鐵工所 総合企画室 企画グループ グループ長 

 〃  間部芳治 ㈱ジェイテクト 経営企画部部長 

 〃  岡野雅通 ㈱島津製作所 経営戦略室 グローバル戦略ユニット マネージャー 

 〃  垪和伸光 ㈱椿本チエイン 執行役員 品質・環境・安全衛生担当 兼 埼玉工場長 

 〃  乾とし子 パナソニック㈱ ブランドコミュニケーション本部 CSR・社会文化部 

CSR・企画推進課 課長 

 〃  石田勝巳 ヤンマーグローバルエキスパート㈱ ものづくり 物流部 部長 

 〃  薗 利彦 (一社)日本産業機械工業会 関西支部 理事・事務局長 
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（調査委託先）  
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４. 調査フローと調査結果のまとめ 

 

 

 

 

 

Ⅰ．調査概要 

１．調査の背景 

· 国連サミットにて全会一致で採択された「持続可能な開発

目標」（SDGs）は、全ての加盟国が 2030 年までに取り組む

行動計画である。 

· 大阪・関西万博は、SDGs の達成目標年（2030 年）の中間

年(2025 年)に開催。SDGs 達成に向けた取組を促進する場

とすることを、大阪・関西万博開催の目的に掲げる。 

２．調査の目的 

· 製造業、特に関西地域における SDGs への取組状況や今

後の課題について、検討することが必要。 

· 文献調査、アンケート調査、ヒアリング調査等を行い、実態

を明らかにし、今後の取組の方向性について取りまとめて

いく。 

Ⅲ．SDGｓに関する企業アンケート 

１．調査対象・調査方法 

· 関西・中部・関東に立地する製造業 3,000 社（関西・中部・関東各 1,000 社。本社に送付）。従業

員規模は、概ね 90 名以上。郵送により調査票を配布・回収（Web サイトでの回答を併用）。 

· 調査期間は 2020 年 8 月 24 日～10 月 12 日。有効回答率 13.7％（有効回答件数 411 件）。 

２．調査結果の概要 

 

 

Ⅴ．SDGsへの取組を推進するための提言 

１．製造業の SDGs への取組を推進するための支援

策 

【短期的な施策】 

(1)企業の取組に応じた支援策実施 

· 企業規模が小さいほど、取組は進んでいない。これ

らの企業には今後、取組の意義やメリットを啓発し、

社内のトップを含めた経営層の理解が必要。 

1)情報提供、意識醸成 

2)既存支援事業・施策への SDGs 要素の取り込み 

3)支援機関との協働による施策活用推進 

 

(2)サプライチェーンを通じた SDGsの推進 

· 東京オリンピック・パラリンピックにおいても「持続可

能性」を意識した調達コードが設定されている。今後

の大企業の調達や官公需に対応する観点から検討

が急がれる。また、コロナ禍のような事態においては

SDGs 的な観点からサプライチェーンのレジリエンス 

向上を検討することも有効である。 

1)企業横断での SDGs 調達コードの検討 

2)サプライチェーンのレジリエンスを高めるための支

援策の活用 

 

(3)すでに取組を進めている企業への支援策 

· SDGs を企業経営に取り込むための情報提供は重

要。また、取組の加速のために顕彰機会を設ける。 

  

(4)自治体と企業の SDGsへの取組における協働の推

進 

· 官民連携がさまざまな行政分野で進んでいるが、社

会課題の解決についても官民連携を進めることが重

要。 

 

【中長期的な施策】 

· 2025 年に開催予定の大阪・関西万博が SDGs の取

組にとって、大きな意義を持つ。大阪・関西から世界

に SDGs の取組を披露する場となる。万博を利用し

て、世界にアピールする場とする。 

1)大阪・関西万博に向けた SDGs ビジネスの創出 

2)海外における社会課題解決のビジネス化への取組

推進 

 

２．今後の課題（次年度も引き続き調査を行い、よ

り具体的な施策や提言を行う必要がある） 

 

Ⅱ．SDGsを取り巻く状況や実態に関する文献調査 

１．政府・地域・自治体の取組 

· わが国として特に注力すべき「８つの優先課題」を示す。 

· 自治体での取組を促進するため、「SDGs 未来都市」を選定

（累計で 93 都市）している。「地方創生 SDGs 官民連携プラ

ットフォーム」を設置し、プロジェクトを創出。 

· 関西は全国に先駆け、「関西 SDGs プラットフォーム」が

2017 年 12 月に設立され、官民が連携した活動を展開。 

２．企業活動と SDGs 

· 「SDG Compass」、「SDGs 経営ガイド」、「持続可能な開発目

標（SDGs）活用ガイド」などの手引きにより普及を促す。 

· 金融面でも SDGs に取り組む動きがある。 

３．アンケート調査事例 

· 2019 年の調査では、SDGs の内容について知っているのは

約 87％に達する。ほかにも認知度は８割近くという調査結

果もあり、理解や認知が進んでいる 

· SDGs に取り組む効果は、「従業員の意識改革」「取引の拡

大（新規開拓含む）」「競合他社との差別化」などが上位。 

· 関西地域中小企業対象の調査では、具体的な取組は、

「本業を通じた社会課題解決の取組」が最も高い。上場企

業対象の調査でも同様。 

· 連携先としては、サプライヤーや取引先、NPO･NGO、自治

体、関連省庁を重視。 

· 有効な支援策として、SDGs に取り組む際に受けられる投

資、活用できる補助金があげられている。 

 

 

［取組の実態］ 

· 関西は、関東や中部に比べ、「対応・

アクションを検討している（21.1％）」の

割合が高い。売上規模が大きいほど、

この割合が高くなる傾向。 

· 取組を始めた要因は、「世間の認知度

の高まり」「経営層のコミットメント」、

「CSR 部門の活動の活発化」の順。 

· 「SDGs への取組を求められる機会が

今後は増える」が 76.2%。 

· 取組目的は「従業員の意識改革」が

多いが関西では「売上高・利益の増

加」の割合が高い。 

· 取組内容は関西では「本業を通じた

社会課題解決の取組（62.7%）」が他地

域よりも高い。 

· 効果は「まだ出ていない」が最も多い。 

［今後の取組意向］ 

· 今後の意向は全地域とも「本業を通じた社会課題解決

の取組」の割合が最も高い。 

· めざすゴールの上位は「産業と技術革新」、「エネルギ

ー」「働きがいと経済成長」。 

· 「現在は収益事業外だが、将来の収益事業の一部と位

置付けている」の割合が最も高い。関西は、現在も将来

も収益事業の一部に位置づける企業の割合が高い。 

· 取組成果の評価は「特に評価基準は設けていない」割

合が最も高く、評価は今後の課題。 

· 重視する連携先「顧客」「地方自治体」の順。 

· 約半数の企業が「社内での理解度が低い」を取組上の

課題としており、理解度の向上が必要である。関西は多

くの項目で課題の比率が低い。 

· 収益事業に位置付けている企業は、「取り組む企業の

PR」が最も高く、収益事業外の企業では、「SDGs 活用

ビジネスのノウハウ・プロセスの習得」が最も高い。 

Ⅳ．SDGsに取り組む支援機関等・企業ヒアリング 

１．調査対象 

· 延べ 15 機関・社にヒアリング。主に現状の取組、今後の取組の方向性についてヒアリング。 

· 各機関・社によって、取組の方法や今後の方向性はバラエティに富む。SDGs は、規格化された定型的な

手法があるわけではなく、独自に定めた目的にあわせて多様な取組が存在する。 

［支援機関等の取組の例］ 

· 関西地域には SDGs のプラットフォ

ームが存在し、多様な機関が SDGs

に取り組む。 

· SDGs 未来都市など自治体の取組

も盛ん。企業と自治体をつなぐこと

ができればさらに取組が活発化。 

· 民間企業への普及啓発を実施。さ

らに個別企業の導入を支援。 

· 複数企業の勉強会から始めて、ビ

ジネスにつなげる展開が理想。 

· 大阪・関西万博は、関西地域にとっ

て、SDGsを切り口とした世界に開か

れたビジネスチャンスととらえること

ができる。共創パートナーとして万

博に参画する道筋もある。 

［具体的な民間企業の取組内容］ 

· 【きっかけ】「社是」や経営理念と SDGs の共通性・類似性

に着目し、SDGs への取組の起点とし、社内の理解を深め

た。 

· 【目的】従来は、SDGs は調達や生産にかかるリスクを最小

化するという側面が強かったが、成長の機会として SDGs

を捉えるように変化した。 

· 【成果の把握】評価そのものというよりも、経営上の課題発

見ツールとして活用している。 

· 【事業との紐づけ】事業戦略に直結するものとしている。

ESG 経営推進本部という組織体制を新設。中期経営計画

の中に SDGs を位置づけ、公表する。マテリアリティについ

て、取締役会で決議する。 

· 【ステークホルダーとの関係・連携】サプライヤーに対し
て、方針説明し、理解を求める。サプライヤーには
セルフチェックをお願いしている。 

· 【課題】B2B企業なので、社員やサプライチェーン

に対して SDGsとのつながりが見えにくい。 
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II．SDGsを取り巻く状況や実態に関する文献調査 
 

１. SDGs の概要 

(1) SDGｓとは 

2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」（SDGs）は、地球環境や

経済活動、人々の暮らし等を持続可能なものとするために、全ての加盟国が 2030 年までに取

り組む行動計画である。 

図表 II-１ SDGsの 17のゴール 

 

（出所）国際連合 

 

国連の各機関においても、SDGs の達成に向けた取組が展開されている。 

例えば、国連開発計画（UNDP）は、ゴール１「あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終

止符を打つ」に関連する「貧困削減」を全活動の中心に位置づけており、生計手段、確実な食

糧供給減、より良い保健、より高い生活水準を人々に提供することをめざしている。 

また、製造業に関連する活動として、国連工業開発機関（UNIDO）では、主にゴール９

「強靭（レジリエント）なインフラを整備し、包括的で持続可能な産業化を推進するととも

に、イノベーションの拡大を図る」に関連した活動が行われており、東京投資・技術移転促進

事務所では、開発途上国・新興国の持続的な産業開発を目的に、日本の優れた技術を紹介する

プラットフォームである「サステナブル技術普及プラットフォーム」（STePP）が提供されて

いる。 

その他、国連世界観光機構（UNWTO）では、政策立案者、国際組織、学術関係者、寄贈

者、企業、観光に関する全てのステークホルダーを対象として、「学ぶ」「共有する」「行動す

る」を主要テーマとした「SDGs のための観光プラットフォーム」を策定し、SDGs の実施戦

略への参画を促している。 
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(2) わが国における SDGｓ達成に向けた取組 

① 政府の取組 

1) 実施指針及びアクションプランの策定 

わが国でも、2016 年５月に SDGs 推進本部を設置し、同 12 月に「SDGs 実施指針」（2020

年 12 月に一部改定）を策定し、SDGs の 17 のゴールと 169 のターゲットのうち、わが国とし

て特に注力すべき「８つの優先課題」を示している。 

また、2020 年 12 月に策定された「SDGs アクションプラン 2021」では、８つの優先課題

ごとに実施する政府の具体的な取組が示されている。 

図表 II-２ ８つの優先課題に関する具体的な取組例 

 

（出所）SDGs 推進本部「SDGｓアクションプラン 2021」 

図表 II-３ SDGs未来都市（近畿地方のみ） 

また、SDGs の理念を全国各地に展開して

いくために、SDGs の理念に沿った基本的・

総合的取組を推進しようとする都市・地域の

中から、特に、経済・社会・環境の三側面に

おける新しい価値創出を通して持続可能な開

発を実現するポテンシャルが高い都市・地域

を、「SDGs 未来都市」として選定している。 

本年は、全国で 33 都市が選定されてお

り、累計で 93 都市となっている。 

 

  

（出所）令和２年度「SDGs未来都市」等の選定について

(内閣府地方創生推進室、2020年 7月 16日) 

京都府舞鶴市 

京都府亀岡市 

滋賀県湖南市 

滋賀県 

奈良県生駒市 

奈良県三郷町 

奈良県広陵町 

奈良県十津川村 

大阪府富田林市 

大阪府豊中市 

大阪府・大阪市 

大阪府堺市 

兵庫県明石市 

和歌山県和歌山市 
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2) 活動促進に向けたプラットフォームの設置 

外務省は、社会に広がる SDGs に関連した取組を幅広く紹介することを目的とした

「JAPAN SDGs Action Platform」を設置し、企業や自治体、NGO/NPO、教育・研究機関等

をはじめとする様々な主体による具体的な活動の事例を紹介するほか、SDGs 達成に資する優

れた取組を行う企業を表彰する「ジャパン SDGs アワード」を主催している。 

また、内閣府では、SDGs の目標の追求が地方自治体における諸問題の解決に貢献し、地方

創生に資するという考え方のもと、地方自治体及び地域経済に新たな付加価値を生み出すステ

ークホルダー間のパートナーシップ強化と官民連携の推進を目的とした「地方創生 SDGs 官民

連携プラットフォーム」(2020 年 12 月末、4,577 団体が加盟。都道府県・市町村 854 団体、

関係省庁 13 団体、民間団体等 3,410 団体)を設置し、各主体が設置する分科会（2020 年 12 月

現在で 46 件）を中心とした活動に加え、官民連携による具体的なプロジェクトの創出に向け

たマッチング支援を行っている。 

 

② 民間の取組 

日本経済団体連合会（経団連）では、SDGs の達成に向け、革新技術を最大限活用すること

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する「Society 5.0 for SDGs」をコンセプトとして

掲げるとともに、SDGs に資するイノベーションの事例を集めた「Innovation for SDGs —

Road to Society 5.0—」を紹介している。 

 

(3) SDGsに関連する関西地域の取組 

関西地域では、独立行政法人国際協力機構関西国際センター（JICA 関西）、経済産業省近畿

経済産業局および関西広域連合本部事務局を共同事務局とする「関西 SDGs プラットフォー

ム」が 2017 年 12 月に発足している。本プラットフォームは、SDGs への取組の重要性を広く

アピールするとともに、各ステークホルダーの連携と協働により、関西において持続的社会の

構築に向けた活動や高い社会的価値を生み出す経済活動を加速していくことを目的とし、

SDGs に関連するイベントの開催、広報・情報発信、分科会活動等多様な取組を展開してい

る。 

図表 II-4 「関西 SDGsプラットフォーム」の概要 

SDGs への取組の重要性の周知、各ステークホルダーの連携と協働により関西におい

て高い社会的価値を生み出す経済活動を加速していくこと等を目的として設立されたプ

ラットフォーム 

https://kansai-sdgs-platform.jp/ 

活動内容 

１.SDGs に関連するセミナー等イベントの開催 

【コア活動】年間 2 回程度のコアイベント（シンポジウム等）、ワークショップ（ゴール別勉強会）等

の開催  

２.参加団体が実施する SDGs 関連イベントへの協力 

【コラボ活動】参加団体イベントへの協力（イベント告知、ロゴ・マテリアル使用等）  

３.参加団体の SDGs に貢献する活動の広報・発信 

https://kansai-sdgs-platform.jp/
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【コラボ活動】「関西 SDGs プラットフォーム」Web サイトや SNS を通じた参加団体の活動に関する

情報発信  

４.その他、本会の目的を達成するために必要な活動 

【コア活動】 

・「関西 SDGs プラットフォーム」Web サイト・SNS の開設および情報発信 

・SDGs ロゴ普及（使用希望者サポート）、独自ロゴ・バナー検討 

・メディア向け発信 

会員情報（2021 年 3 月 15 日現在） 

 ・企業・金融機関・その他関連団体（783 団体） 

・自治体・政府関係機関・公益法人等（93 団体） 

・大学・研究機関・教育関連機関（65 団体） 

・市民団体・NGO・NPO・その他団体（186 団体） 

（資料）「関西 SDGsプラットフォーム」ウェブサイトより作成 

 

上記プラットフォームにも参画している関西経済連合会（関経連）では、「第３期中期計

画」（2018～2020 年度）に位置付ける各事業を通じて SDGs の達成を図るとともに、関西の

存在感をグローバルに高めることを目標としており、各年の事業計画と SDGs のつながりを整

理している。 

また、大阪商工会議所では、会員企業の SDGs 関連活動の促進に向けたコンサルティング支

援のほか、企業や大学・研究機関が持つ SDGs 関連の技術、ノウハウおよびそれらをもとにし

たビジネス事例を他の企業に移転する橋渡しを目的とした「SDGs オープンイノベーションプ

ラットフォーム」の実証実験を実施した（実証実験期間は 2020 年 3 月に終了、現在今後の取

組に向けて準備中）。 

 

(4) 達成状況の国際比較 

ベルテルスマン財団並びに持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（SDSN：

Sustainable Development Solutions Network）が作成する「持続可能な開発報告書 2020」によ

ると、日本の SDGs 達成度は 166 か国中 17 位である。 

図表 II-５ SDGsインデックスによる SDGs達成度ランキング（2020年） 

 

（注）スコアは、各国における 17 の SDGs 全体の達成度を、最低を０、最高を 100 として表したもの（スコアの算出にあた
って使用されている指標は資料編に掲載）。 

（資料）ベルテルスマン財団、持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（SDSN）「持続可能な開発報告書 2020」
（Sustainable Development Report 2020）をもとに作成。 

順位 国名 スコア 順位 国名 スコア
1 スウェーデン 84.7 11 ベルギー 80.0
2 デンマーク 84.6 12 スロベニア 79.8
3 フィンランド 83.8 13 イギリス 79.8
4 フランス 81.1 14 アイルランド 79.4
5 ドイツ 80.8 15 スイス 79.4
6 ノルウェー 80.8 16 ニュージーランド 79.2
7 オーストリア 80.7 17 日本 79.2
8 チェコ 80.6 18 ベラルーシ 78.8
9 オランダ 80.4 19 クロアチア 78.4

10 エストニア 80.1 20 韓国 78.3
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同報告書の「CURRENT ASSESSMENT」（下図上段）によると、日本では、特にゴール５

（ジェンダー平等を実現しよう）、ゴール 13（気候変動に具体的な対策を）、ゴール 14（海の

豊かさを守ろう）、ゴール 15（陸の豊かさも守ろう）、ゴール 17（パートナーシップで目標を

達成しよう）に関連する取組が不十分（Major Challenges）とされている。 

また、各指標の推移により、各ゴールに関連する取組の進捗の傾向を分析した「SDGs 

TRENDS」（下図下段）では、各ゴールに関連する取組の傾向として、ゴール 10（人や国の不

平等をなくそう）の低下（Decreasing）が指摘されている。 

図表 II-６ SDG DASHBOARD・SDG TREND（2020年） 

 
（注）「CURRENT ASSESSMENT」中の枠囲みは三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが追加。 
（資料）ベルテルスマン財団、持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（SDSN）「持続可能な開発報告書 2020」

（Sustainable Development Report 2020）をもとに作成。 
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２. 企業活動と SDGs 

(1) 企業における SDGs関連活動の指針・手引き 

SDGs 活用の入門書として、持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）及び国連

グローバル・コンパクト（UNGC）、GRI（Global Reporting Initiative）の共同作成による

「SDG Compass」、経済産業省の「SDGs 経営ガイド」、環境省の「持続可能な開発目標

（SDGs）活用ガイド」の概要を示す。 

 

① SDGs Compass 

「SDGs Compass」では、企業が SDGs に取り組むメリットとして、以下を挙げている。 

■企業が SDGsに取り組むメリット 

・ 将来のビジネスチャンスの見極め 

・ 企業の持続可能性に関わる価値の向上 

・ ステークホルダーとの関係の強化、新たな政策展開との同調 

・ 社会と市場の安定化 

・ 共通言語の使用と目的の共有 

 

（資料）GRI、国連グローバル・コンパクト、WBCSD「SDGs Compass SDGs の企業行動指針－SDGs を企業はどう活用
するか」をもとに作成 

 

また、SDGs Compass は、企業が SDGs に取り組むにあたっての指針を、「SDGs を理解す

る」「優先課題を決定する」「目標を設定する」「経営へ統合する」「報告とコミュニケーション

を行う」の５つのステップで示している。 

図表 II-７ SDGs Compassの５つのステップ 

 
（出所）GRI、United Nations Global Compact、WBCSD「SDGs Compass SDGs の企業行動指針－SDGs を企業はどう

活用するか」 
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② SDGs 経営ガイド（経済産業省） 

経済産業省の「SDGs 経営ガイド」は、企業が SDGs に取り組む意義を「（企業の）価値の

源泉」として説明するとともに、企業が「SDGs 経営」を実践する際の有用な視点を紹介して

いる。 

図表 II-8 企業が「SDGｓ経営」を実践する際の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）経済産業省「SDGs 経営ガイドについて」（2019 年 5 月 31 日）より抜粋 
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③ SDGs 活用ガイド（環境省） 

環境省の「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」は、企業が SDGs に取り組む意義に

ついて解説し、具体的な取組の進め方を示すもので、既に SDGs に先駆的に取り組んでいる企

業の事例などを紹介している。 

図表 II-9 「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」の概要 

【「PDCA サイクルによる SDGs 取組手順」】 

 

（資料）環境省「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」（2018 年 6 月）より抜粋 
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④ 産業別 SDG 手引き（製造業）（国連グローバル・コンパクト ほか） 

国連グローバル・コンパクトと KPMG インターナショナルは、SDGs の達成に向け、より

多くの民間セクターの行動のためのヒントを与え、参考となる情報を提供することを目的とし

た「SDG Industry Matrix（産業別 SDG 手引き）」を業種別に作成している。 

ここでは、「民間セクターは『共有価値』へのレンズを通して社会・環境課題への取組に関

する機会を見出すことができる」とされており、「共有価値」については、「SDGs に照らせ

ば、『共有価値』はより持続可能で包摂的な経済成長、繁栄、福祉への道筋を見出すための市

場潜在性、社会的要請、そして政策の連携を表わしている」と説明されている。 

SDGs を、企業がビジネスと社会の双方のために価値を創造する機会を提供するものと位置

付けており、それらの価値は、以下の活動を通じて創造されるものとしている。 

 

■企業の価値創造に資する活動 

・ 低所得消費者にも行き渡る商品サービス、テクノロジー、および流通チャネルの開発 

・ 倫理的、包摂的、資源効率的かつ強靭（レジリエント）なサプライチェーンへの投資 

・ スキル、機会、福祉を改善することにより、従業員、下請業者、およびサプライヤーの生

産性を改善する。 

・ 再生可能なエネルギーおよびその他インフラプロジェクトへの投資を増やす。 
 
（資料）国連グローバル・コンパクト、KPMG インターナショナル「産業別 SDG 手引き（製造業）」をもとに作成 

 

また、製造業にとっての共通価値創出の最大機会（市場潜在性、社会的要請、政策措置の連

携）を、以下の４つに分類している。 

図表 II-10 製造業における共有価値創出の機会(一部を抜粋) 

テーマ 概要 

持続可能な製品 

・ より持続可能な車両、船舶、そして航空機を開発する。これには

公共のバス、鉄道、および路面電車を含むことが重要である 

・ 廃水、廃棄物、汚染物質の排出が少ないより資源効率の高い機械

を開発する  等 

持続可能な生産 

・ 長期間の生産と試作に起因する廃棄物を削減するために 3D 印刷

などの革新的技術を製造工程に取り入れる 

・ 水、原材料、非再生鉱物、その他投入物、副産物、廃棄物を削減、

再生、リサイクルするために改良された工程（例 クローズド・ル

ープ型の製造）を開発して実行する 等 

低コスト製品 

・ 低・中間所得国での質の高いヘルスケアへのアクセスを高めるた

めに低コスト医療機器を開発して製造する 

・ 低所得コミュニティのために、農村と都市の双方で使えるように

改良され、耐久性があり、低コストの給水ポンプと衛生技術を開

発する 等 

企業開発 

・ インフラ、技術、生産への相互補完的な投資を実現する工業地区

を設立するために政府およびその他企業と協力する 

・ 低・中間所得国で現地調達された材料と部品の割合を増やす 等 
 
（資料）国連グローバル・コンパクト、KPMG インターナショナル「産業別 SDG 手引き（製造業）」をもとに作成 
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(2) SDGsに関する企業間取引・金融機関の動き 

① SDGs に配慮した調達のあり方 

SDGs は、社会課題の解決のための行動計画であり、その普及に伴い、調達面からもアプロ

ーチする「CSR 調達」が普及しつつある。CSR 調達は、バイヤー（企業）が製品、資材およ

び原料などを調達するにあたり、従来からの項目に、環境、労働環境、人権など社会課題への

対応の観点から要求項目を追加することで、サプライチェーン全体で社会的責任を果たそうと

する活動であり、国内においても、大企業を中心に「CSR 調達ガイドライン」の作成が進み

つつあり、サプライヤー企業は、その対応が求められている。 

サプライチェーンにおける CSR 調達の重要性の理解を促すための手引書として、CSR 調達

とは何か、サプライチェーンにおける社会・環境リスクや CSR 調達に取り組むことのメリッ

ト等を紹介する「CSR 調達入門」をグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン

（GCNJ）が発行している。 

図表 II-11 CSR調達の概要 

【本書に示されている CSR 調達の概要・メリット等】 

CSR 調達とは 

・バイヤー（企業）が製品、資材および原料などを調達するにあたり、品質、性能、

価格および納期といった従来からの項目に、環境、労働環境、人権などへの対応状

況の観点から要求項目を追加することで、サプライチェーン全体で社会的責任を果

たそうとする活動をいう。 

CSR 調達のメリット等 

・社会・環境リスクの回避に加えバイヤー（企業）との取引の継続や株主・投資家か

らの ESG 評価の向上など、さまざまなメリットがある。 

【CSR 調達のメリット】 

（A）糾弾など社会・環境リスクの回避 

（B）取引機会の獲得や取引の継続および信頼度の向上 

（C）重大事故の発生や苦情の深刻化の防止 

 
（資料）GCNJｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ分科会「CSR調達入門書）より抜粋 http://ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=270 
 

 

また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会は、大会の準備・運営段階の

調達プロセスにおいて、経済合理性のみならず持続可能性にも配慮した調達を行うために「持

続可能性に配慮した調達コード」を策定しており、調達する物品やサービスに共通して適用す

る基準や運用方法が定められており、調達コードの一部には、木材、農産物、畜産物、水産

物、紙、パーム油の個別基準がある。 

このように、東京オリンピック・パラリンピックは、これに基づく調達に取り組むことで、

持続可能性に配慮した大会準備・運営を行い、SDGs が掲げる持続可能な消費・生産の形態が

確保された社会の実現に向けて、この調達コードと同様の取組が拡大し、広く社会に持続可能

http://ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=270
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性を重視する姿勢が定着するよう働きかけており、今後、大阪・関西万博などの国際的なイベ

ントにおいても、同様の取組が行われるものと思われる。 

 

ほかにも、具体的な製品レベルでの認定制度も国内で導入されている。経済産業省が所管す

る独立行政法人 製品評価技術基盤機構（NITE）は、テキスタイル・エクスチェンジ1認証制

度（TE 認証制度）における認定機関として、2020 年７月から同制度の認証機関の認定サービ

スを開始している。これは、主にアパレル業界を対象としたものであるが、今後、このような

認証制度が普及していくことが考えられる。 

図表 II-12 TE認証制度の概要と今後の展開 

・ 地球環境に優しいオーガニックコットンやリサイクル繊維、動物福祉に配慮されたウ

ールやダウンを使用したアパレル製品などを対象とした国際的な認証制度で、SDGs 

(持続可能な開発目標）達成にも貢献できるアパレル製品の普及を推進しています。既

に、大手アパレル企業が同認証制度を調達要件として活用し始めるなど、この認証制

度は、今後、大きく普及していくことが期待されています。 

・ この度、NITE が TE 認証制度の認定機関としてサービスを開始することによって、今

後、国内で同認証制度の認証機関が活動を開始し、TE 認証を取得しやすい環境が構築

されます。これにより、日本のアパレル製品が TE 認証製品となれば、地球環境や動

物福祉に配慮した製品であることが証明され、アパレル企業は高い倫理観をもつ消費

者に対しても自社製品の適切性を強く訴えることができます。また、TE 認証の取得に

よって、日本のアパレル企業の競争力を強化することが期待されます。 

 
 
（資料）NITE ニュースリリース(2020 年 7 月 31 日)  

  

                                                   
1 2002 年“Organic Exchange”としてその活動をスタートさせたアメリカ・テキサス州に本部を置く NPO/NGO。25 以
上の国から 260 以上の企業や団体が加盟している。テキスタイル・エクスチェンジはブランド、小売業者、工場、原料
のサプライヤーや農家などの主要な利害関係者を一同に集め、サステナブル繊維の社会的／環境的利点を学ぶこ
とで、サステナブルな素材がより浸透することを目的とした新しいビジネスモデルやツールを開拓している。 
https://www.nite.go.jp/iajapan/information/info_news0731.html 
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② SDGs に配慮した金融機関の取組 

SDGs を金融機関が主導し、実装する取組が進みつつある。世界の主流になりつつある ESG

投資は、従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス

（Governance）要素も考慮した投資である。投資家にとっては ESG 評価の指標として、企業

にとってはビジネス機会をもたらすものとして、SDGs の概念を企業経営に組み込む試みがな

されている。 

日本国内においては、直接金融よりも間接金融による資金調達が主であるため、環境省を中

心に、地域金融機関による、地域の持続可能性の向上に資する「ESG 地域金融」の導入が進

められている。今後、金融機関による ESG 地域金融が盛んになると予想され、企業側は、そ

の対応として SDGs への取組を経営の中に落とし込むことが重要となる。 

図表 II-13 【環境省】ESG地域金融の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）環境省 ESG 地域金融の先行事例調査に関する検討会「事例から学ぶ ESG 地域金融のあり方 －ESG 地域
金融の普及に向けて－」（2019 年 3 月）より抜粋 
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(3) 企業における SDGｓ関連活動の状況 

① 企業における SDGs 関連活動への取組状況 

上場企業における SDGs 達成に向けた取組状況をみると、約半数が「既に取り組んでい

る」、約４割が「現在、検討中である」と回答しており、多くの企業が SDGs 関連の取組に着

手済みか、関心を持っている。 

一方、経営戦略や経営計画への SDGs 達成に向けた取組の反映状況については、従業員規模

が大きいほど反映している割合が高く、従業員規模が比較的小さい企業では、戦略や計画への

反映が進んでいないことが推測される。 

図表 II-１４ 上場企業における SDGs達成に向けた取組状況 

 
（注）この設問では、地方創生 SDGs に限定せず、SDGs 全般について尋ねている。 
（資料）内閣府「令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生SDGsに関する調査」報告書（2020年3月）

より作成 

図表 II-１５ 上場企業における SDGｓ達成に向けた取組の戦略・計画への反映度合い 

 
（注）この設問では、地方創生 SDGs に限定せず、SDGs 全般について尋ねている。 
（資料）内閣府「令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生SDGsに関する調査」報告書（2020年3月）

より作成 

既に取り組

んでいる
48.9%現在、検討

中である
35.1%

検討した結果、

取組を見送った
2.0%

検討したこ

とがない

14.0%

(N=807)

30.9

10.0

17.7

4.0

2.0

10.8

45.8

31.8

10.4

27.9

7.1

5.8

12.3

31.2

41.4

16.1

39.5

11.9

11.5

19.2

18.0

48.4

21.9

56.3

9.4

12.5

20.3

12.5

64.4

39.2

57.0

26.6

31.6

10.1

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経営戦略に反映している

短期（年次、または１～２年）計画に

反映している

中期（３～５年）計画に反映している

長期（５～10年）計画に反映している

2030年までの計画に反映している

その他

取り組みはしていない／戦略、計画へは

反映していない

（複数回答）

500人未満(n=249) 500人以上1,000人未満(n=154) 1,000人以上5,000人未満(n=261) 5,000人以上10,000人未満(n=64) 10,000人以上(n=79)
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② 個別企業における取組事例 

SDGs を経営に取り入れ、具体的な取組を推進している企業では、以下のような取組が行わ

れている。 

図表 II-１６ 個別企業における取組事例 

企業名（所在地） 取組概要 

積水ハウス株式会社 

（大阪府） 

・ 従来から推進していた ESG マネジメントの重要テーマと SDGs を紐

づけ、それぞれの取組を中期経営計画に組み込むとともに、計画期間

終了時をゴールとした数値目標を設定している。 

・ また、上記の数値目標の中に、「SDGs 調達カバー率」及び「SDGs 調

達スコア」を設定しており、持続可能な社会構築に向けたサプライチ

ェーンへの積極的な関与（SDGs 調達）を進めている。 

株式会社伊藤園 

（東京都） 

・ 緑茶事業などで「茶畑から茶殻まで」の一貫した生産体制を構築し、

持続可能な生産と消費に貢献している 

・ 代表的な事業は茶産地育成事業（新産地事業）だが、それ以外にも、

茶殻リサイクルシステム、健康配慮標品の開発、厚労省認定ティーテ

イスター社内検定による働き甲斐向上等に取り組んでいる。 

住友化学株式会社 

（東京都） 

・ 防虫剤処理蚊帳「オリセット®ネット」の開発・製造により、マラリア

撲滅に長年貢献している。 

・ また、気候変動対応、環境負荷低減、資源有効利用の分野で貢献する

グループ製品・技術を「Sumika Sustainable Solutions（SSS）」として

認定する社内制度を設立。認定製品・技術の売上収益や温室効果ガス

の削減貢献量などを算出することで、地球環境問題への貢献を定量化

している。 

横河電機株式会社 

（東京都） 

・ 環境（気候変動への対応）、社会（すべての人の豊かな生活）、経済（資

源循環と効率化）を「サステナビリティ目標 Three Goals」と位置づ

けている。 

・ また、収益事業と社内マネジメントの両面で、上記をさらにブレイク

ダウンした数値目標を設定（2020 年度・2030 年度）し、毎年の進捗

状況をサステナビリティレポートで公表している。 

花王株式会社 

（東京都） 

・ 2020 年 10 月に、和歌山市と SDGs の推進に関する連携協定を締結

した。 

・ 海洋プラスチックごみの調査、リサイクルの推進、同社が有する研究、

技術の知見を活かした海洋環境保全、和歌山市内の子育て世代のモニ

タリング協力による子育てしやすい環境づくり、市内小学校でのプラ

スチックごみ問題等を題材とした授業プログラムの実施等に取り組

んでいる。 

サラヤ株式会社 

（大阪府） 

・ ウガンダとカンボジアで、市民と医療施設の 2 方向から、手洗いを基

本とする衛生向上のための取組を推進している。 

・ また、「100 万人の手洗いプロジェクト」として、商品の出荷額１％

を、ウガンダにおけるユニセフの手洗い普及活動の支援にあてている

ほか、現地法人を設置し、現地生産の消毒剤及び使用方法を含めた衛

生マニュアルを提供している。 
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企業名（所在地） 取組概要 

ひかり味噌株式会社 

（長野県） 

・ 「オーガニック商品の拡充」「環境に配慮した商品設計」「ダイバーシ

ティの推進」「食のバリアフリーの実現」の４つを重点課題として掲

げ、それぞれについての具体的なアクションプランを示すとともに、

2030 年をゴールとした数値目標を設定している。 

・ 取組の推進にあたっては、代表取締役を委員長とする「SDGs 推進委

員会」を設置している。 

POLY-GLU SOCIAL 

BUSINESS 株式会社 

（大阪府） 

・ 納豆のネバネバ成分であるポリグルタミン酸を活用した水質浄化剤

を開発し、開発途上国等で安価に安全な飲料水が供給できるビジネス

モデルを構築。 

・ 浄化された水の運搬販売を担うポリグルボーイ、集金業務を担うポリ

グルレディとして現地人材を採用し、雇用創出にも貢献している。 

大同工業所 

（大阪府） 

・ 業務用冷蔵庫で培った技術を活かした医療用低温製品を製造し、血小

板保管庫の医療機器承認を持つ。 

・ JICA 事業を通じて、ミャンマーのヤンゴン国立血液センターから２

つの病院に血液製剤を保管輸送するシステムを構築、稼働させてい

る。 

Dari K 株式会社 

（京都府） 

・ カカオ豆の栽培からチョコレートの製造・販売までを一貫して行う。 

・ カカオの産地であるインドネシアで栽培技術を指導し、品質向上や収

穫量増加を通じて所得向上を支援するとともに、６次産業化の推進に

より、雇用機会も創出している。 

・ さらに、カカオの殻をバイオマスとして利用し、クリーンで効率的な

エネルギーの実現にも挑戦している。 

（資料）外務省「ジャパン SDGs アワード」ホームページ、近畿経済産業局「関西発 SDGs 貢献取組事例集」、大阪商

工会議所「SDGs 取組事例集」ホームページ、各社ホームページを参考に作成。 
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３. アンケート調査事例 

(1) SDGsの認知度・取組状況 

① SDGs の認知度や取組が進んだ要因 

近畿経済産業局による 2019 年の調査では、SDGs の内容について知っていると回答してい

る企業は約 87％である。いよぎん地域経済研究センター（伊予銀行関連会社）による 2019 年

の調査では、SDGs について知っていると回答している企業は全体の約 53％である。ただ

し、従業員数が 101 人以上の企業に限定すると、認知度は８割近くになっている。 

SDGs の認知度については、企業規模や立地の影響があることが想定される。 

SDGs の取組が進んだ要因としては、「世間の認知度の高まり」と回答する企業が多い。ま

た、当該選択肢の回答割合は 2017 年（37％）から 2019 年（65％）にかけて高まっている。 

図表 II-１７ SDGsの認知度 

  

（出所）近畿経済産業局「関西の中堅・中小企業にお
ける SDGs の認知度や取組の課題に関するア
ンケート調査」アンケート調査結果の概要
（2019 年） 

（出所）いよぎん地域経済研究センター「企業の SDGs への
取組に関するアンケート調査結果 ～持続可能な未
来へ！今から始める SDGs～」（2020 年 1 月） 

図表 II-１８ SDGsの取組が進んだ要因 

 
（出所）GCNJ SDGs 日本企業調査レポート 2019 年度版 「ESG 時代における SDGs とビジネス～日本における企業・団体の

取組み現場から～』令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生 SDGs に関する調査（2020 年 3 月） 
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② SDGs に取り組む目的・効果 

SDGs に取り組む際に想定していた効果としては、「従業員の意識改革」が最も高く、次い

で「取引の拡大（新規開拓含む）」、「競合他社との差別化」があげられる。 

図表 II-１９ SDGsの取組の計画時に想定していた効果 

 
（出所）東京都 「令和元年度政策調査 都内企業等における SDGs の認知度・実態等に関する調査」報告書（概要版）

（2020 年 3 月） 

 

SDGs に取り組んだ結果、得られた効果としては、「従業員の意識改革」が最も高く、次い

で「競合他社との差別化」、「取引の拡大」が挙げられる。 

図表 II-２０ SDGsに取り組んだ結果得られた効果 

 
（出所）上図と同じ 
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③ SDGs に対応するための具体的な取組 

いずれの調査においても、SDGs に対応するための企業の取組としては、「本業を通じた社

会課題解決の取組」が最も高く、次いで「SDGs について理解するための情報取集・勉強等」

があげられる。資本金、売上等とのクロス集計の結果から、規模の大きい企業ほど複数の取組

を回答する傾向がある。 

図表 II-２１ SDGsに対応するための具体的な取組① 

 

（出所）近畿経済産業局「関西の中堅・中小企業における SDGs の認知度や取組の課題に関するアンケート調査」アンケ

ート調査結果の概要（2019 年） 

 

図表 II-２２ SDGsに対応するための具体的な取組② 

 

（出所）関西 SDGs プラットフォームリサーチルーム「SDGs にかかる関西地域での取組状況調査」結果報告書（速報詳細版）

（2019 年 5 月） 
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④ 行動できると考える SDGs のゴール番号 

自社が主体的に貢献（行動）できると考えるものとしては、いずれの調査も「8 働きがいも

経済成長も」「12 つくる責任つかう責任」と回答する企業が多い。 

自社が間接的・補助的に貢献（行動）できると考えるものとして、「13 気候変動に具体的な

対策を」と回答した企業が多い。 

図表 II-２３ 自社が行動できると考える SDGsのゴール番号① 

 
（出所）近畿経済産業局「関西の中堅・中小企業における SDGs の認知度や取組の課題に関するアンケート調査」アンケ

ート調査結果の概要（2019 年） 

図表 II-２４ 自社が行動できると考える SDGsのゴール番号② 

 
（出所）あしぎん総合研究所「地域と「SDGs」に関するアンケート調査」（2019 年 9 月）  
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⑤ SDGs の事業における位置付け 

上場企業を対象とした調査では、地方創生 SDGs に向けた取組については収益事業の一部と

位置づける傾向がある。収益事業外の一部と位置付ける企業の方が少ない。 

図表 II-２５ SDGsの事業における位置付け 

 

（出所）内閣府「令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生 SDGs に関する調査報告書」（2020 年 3 月）

  

 

⑥ SDGs の成果の評価基準 

「特に評価していない」と回答した企業は約 50％と最も多い。 

評価を実施している企業は、多くが「定量・定性評価の両方」を実施している。 

図表 II-２６ SDGs等の社会課題解決への取組の成果への評価 

 

（出所）（一社）企業活力研究所「社会課題（SDGs 等）解決に向けた取組と国際機関・政府・産業界の連携のあり方に関す

る調査研究報告書」（2020 年 3 月） 
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⑦ 社内外での SDGs の認知度向上の取組 

認知度向上に向けての取組は、ほぼすべての項目でその比率は年々高まる傾向にある。 

2019 年には、「トップメッセージ」「社報等（紙媒体）での周知」が 60％以上となってい

る。 

図表 II-２７ SDGsの認知度向上のための活動 

 

（出所）GCNJ SDGs 日本企業調査レポート 2019 年度版 「ESG 時代における SDGs とビジネス～日本における企業・団体

の取組み現場から～』令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生 SDGs に関する調査（2020 年 3

月） 
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⑧ 重視する連携先 

以下に示す２つの調査結果では、従業員を除くとサプライヤーや取引先等のビジネスパート

ナーを、重視する連携先にあげる企業が多く、NPO･NGO、自治体、関連省庁も重視されて

いることがわかる。 

図表 II-２８ 社会課題解決に取り組む際に最も重視している連携先 

 

（出所）（一社）企業活力研究所「社会課題（SDGs 等）解決に向けた取組と国際機関・政府・産業界の連携のあり方に関す

る調査研究報告書」（2020 年 3 月） 

図表 II-２９ SDGsに関して過去 1年間に連携したステークホルダー 

 

（出所）GCNJ SDGs 日本企業調査レポート 2019 年度版 「ESG 時代における SDGs とビジネス～日本における企業・団体の

取組み現場から～』令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生 SDGs に関する調査（2020 年 3 月） 
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(2) SDGsに取り組む上での課題 

① SDGs に取り組むうえでの課題 

SDGs に取り組むうえでの課題として「社会的な認知度が高まっていない」ことが最も多く

回答されている。次いで資金やマンパワーの不足、取り組むことによるメリットが分かりにく

いことなどがあげられる。 

 

図表 II-３０ SDGsに取り組む際の課題① 

 

（出所）関東経済産業局「中小企業の SDGs 認知度・実態等調査結果（ＷＥＢアンケート調査）」（2018 年 12 月） 

 

図表 II-３１ SDGsに取り組む際の課題② 

 

（出所）東京都 「令和元年度政策調査 都内企業等における SDGs の認知度・実態等に関する調査」報告書（概要版）

（2020 年 3 月） 
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② 有効な支援策 

SDGs 推進を後押しするための有効な支援策として、SDGs に取り組む際に受けられる投

資、活用できる補助金と回答する企業が多い。 

 図表 II-３２ ＳＤＧｓ推進のための有効な支援策  

 

（出所）関東経済産業局「中小企業の SDGs 認知度・実態等調査結果（ＷＥＢアンケート調査）」（2018 年 12 月） 

 

③ 他のステークホルダーと連携するうえでの課題 

ステークホルダーとの連携を進めるうえでの課題として、「適切な連携先を見つける手段・

機会がない」が挙げられる。 

「多様なステークホルダーが参加する適切なプラットフォームがない」、「連携を進める上で

十分な予算がない」という回答も多い。 

 

図表 II-３３ 他のステークホルダーと連携をすすめるうえでの課題 

 

（出所）内閣府「令和元年度上場企業及び機関投資家等における地方創生 SDGs に関する調査報告書」（2020 年 3 月） 
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(3) 新型コロナウイルス感染拡大が SDGsへの取組に与える影響 

① 新型コロナウイルス感染拡大による SDGs 推進に関わる既存事業への影響 

新型コロナウイルスの影響により、「予定通り事業を実施する」と「事業の一部を中止す

る」という回答がともに多い。 

事業の延期や事業内容を変更して推進するという回答も多い。 

 

図表 II-３４ ＳＤＧｓ推進に関わる既存事業への影響 

 

（出所）NPO 法人テラ・ルネッサンス「新型コロナウイルスとＳＤＧｓ推進についてのアンケート結果報告」（2020 年 6 月） 

 

② 新型コロナウイルス感染拡大による SDGs 推進に関わる事業推進の課題 

新型コロナウイルス感染拡大により発生した SDGs 事業推進上の課題として、「資金的余裕

がない」が最も多くあげられる。 

図表 II-３５ ＳＤＧｓ推進に関わる事業への影響 

 

（出所）NPO 法人テラ・ルネッサンス「新型コロナウイルスとＳＤＧｓ推進についてのアンケート結果報告」（2020 年 6 月） 
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(4) 文献調査にかかる考察とアンケート調査実施における示唆 

これまでの文献調査の結果からアンケート調査で着目する項目を以下のように抽出・整理した。 

 

① 年々高まる SDGs への認知度や取組の最新状況を把握する 

SDGs が 2015 年に国連サミットで採択されて以降、企業における認知度は向上し、各企業

における取組も推進されている。アンケート調査で最新の認知度や動向を把握する。 

 

② 立地ごとの取組の違いを把握する 

先行文献調査では、近畿圏企業中心の調査と四国圏企業中心の調査の結果を示しているが、

SDGs の認知度に差が生じているように、立地によって認知度や取組に差が生じている可能性

がある。アンケート調査では関西、中部、関東の各地域の企業を対象に調査を行い、立地ごと

の違いの有無や取組の内容の差異を把握する。 

 

③ 製造業（機械工業）の特徴を把握する 

製造業はサプライチェーンがグローバルに広がる中で、多くのステークホルダーとの接点が

ある。その中で、取引条件として SDGs への取組を求められるケースも発生している。アンケ

ート調査では製造業（機械工業）に焦点を当て、その特徴を把握する。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症拡大が SDGs の取組に与える影響 

新型コロナウイルス感染症拡大が事業活動にも大きな影響を及ぼす中で、SDGs の取組にも

影響を与えることが想定される。既存の調査結果を見ても、この点については調査がなされて

おらず、アンケート調査において今後の SDGs への取組の変化や課題について把握する必要が

ある。 
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III．主なアンケート調査結果 
 

１. 調査の概要 

(1) 調査概要 

図表 III-1 調査概要 

調査対象 関東：１都３県、中部：愛知県、静岡県、岐阜県、三重県、関西：２府５

県、福井県含む 

調査期間 2020 年 8 月 24 日～10 月 12 日 

調査項目 SDGs の認知度、取組状況、支援策など 

配布・回収数 配布 3,000（関東・中部・関西：各 1,000）、回収 411、回収率 13.7％ 

 

① 調査の目的 

関西・中部・関東の事業者を対象に、製造業の SDGs に関する取組の実態や課題を立地ごと

に把握するとともに、新型コロナウイルス感染拡大が与える取組への影響を把握する。また、

SDGs に関する具体的な取組事例を直接収集する機会とする。 

 

② 調査対象の選定方法 

機械工業（はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電気機

械器具製造業、情報通信機械器具、電子部品・デバイス・電子回路製造業、輸送機械器具製造

業）を中心に、関西・中部・関東に立地する製造業 3,000 社（関西・中部・関東それぞれ

1,000 社ずつ。本社に送付）。従業員規模は、概ね 90 名以上となっている。 

 

③ 集計データの取り扱い 

本報告書の本編に掲載する集計データは、紙幅に限りがあるため、厳選したものとなって

いるが、本編に掲載できなかった単純集計結果、クロス集計結果については、資料編に掲載

している。 

 

④ その他 

クロス集計表の構成及び網掛け等の凡例は、以下のとおり。 
 

■クロス集計表の構成 

クロス集計表は、上段を実数、下段を構成比（％）としている。 

 

■網掛け等の凡例 

「合計」の構成比について、 

・構成比が高い上位３項目は白抜字 

「クロス軸（所在地、売上高、位置づけ）」の構成比について、 

・構成比が高い上位３項目は灰色塗りつぶし 
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⑤ 設問と設問のねらい 

  

 

設問
番号

設問 設問のねらい

- 企業名

- 住所

- 所属部署

- 担当者名

- 連絡先（電話・メール）

1 業種 業種ごとに集計し、特徴を把握(主に機械製造業)

2 資本金規模

3 売上規模

4 従業員規模

5 SDGsの認知度 SDGsに取り組む企業を抽出し、特徴を把握

6 取組が進展した要因 業種・規模とクロス集計し、特徴を把握

7
グローバルバリューチェーンの中でSDGsの

取組が求められているか

サプライチェーンが世界中に広がる製造業特有の特

長を把握

8 SDGsに取り組む目的

9 SDGsに取り組んだ効果

10 SDGsに対応するための具体的な取組 業種・規模とクロス集計し、特徴を把握

11 行動できると考えるSDGsのゴール(番号) 業種・規模とクロス集計し、特徴を把握

12 事業におけるSDGsの位置づけ
SDGsの取組を収益貢献できている企業を把握し、

ヒアリング先選定の材料とする

13 SDGsの取組の評価基準 業種・規模とクロス集計し、特徴を把握

14 具体的な取組内容(自由回答） ヒアリング先選定の材料とする

15 SDGsの認知度向上に向けた取組 立地(東名阪)とクロス集計し、特徴を把握

16 重視する連携先 立地(東名阪)とクロス集計し、特徴を把握

17 SDGsに取り組むうえでの課題 支援策検討の材料とする

18 SDGs推進の有効な支援策 支援策検討の材料とする

19 他社と連携する上での課題 パートナーシップ構築の課題を把握

20 SDGsの取組に対する影響 今後のSDGs事業の見通しを把握

21
コロナウイルスによって生じたSDGs推進に

関する課題
業種・規模とクロス集計し、特徴を把握

22 持続的なビジネスモデル確立のための工夫 環境変化への対応状況を把握

23
既存のSDGsの取組のうちコロナ禍において

効果があったもの(自由意見）
ヒアリング先選定の材料とする

回答事業所及び回答者の属性

内容の照会やヒアリング調査実施時の連絡先となる

Ａ．業種・規模

規模ごとに集計し、特徴を把握

Ｂ．SDGsの認知度・対応状況

C．SDGs取組の課題・今後の取組

取組の狙いと実際の効果のギャップを把握

D．新型コロナウイルス感染症がSDGsの取組に与える影響
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２. 調査結果 

(1) SDGsの認知度 

全体では、「SDGs の内容について知っているが、特に対応は検討していない」の割合が最

も高く 42.8%である。地域ごとの特色をみるために、ここでは本社所在地別に集計した結果を

示している。関西は、関東や中部に比べ、「対応・アクションを検討している（21.1％）」、「既

に対応・アクションを行っている（26.5％）」の割合が高いのが特徴である。 

図表 III-2 SDGs の認知度（所在地別）

 

 

企業規模による特色をみるために、ここでは売上高別に集計した結果を示している。SDGs

の認知度を売上高別にみると、「500 億円超」では「SDGs について既に対応・アクションを

行っている（59.2%）」の割合が最も高く、「50 億円以下」、「50 億円超 100 億円以下」では

「SDGs の内容について知っているが、特に対応は検討していない」がそれぞれ、49.7%、

45.8%で最も高く、売上規模が大きいほど、対応・アクションの度合いが高くなっている。 

図表 III-3 SDGs の認知度（売上高別） 
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(2) SDGsの取組を始めた要因 

全体では「世間の認知度の高まり」の割合が最も高く 76.2%である。次いで、「経営層のコ

ミットメント（46.3%）」、「CSR 部門の活動の活発化（31.9%）」である。 

SDGs の取組を始めた要因を所在地別にみると、関東、中部、関西ともに、「世間の認知度

の高まり」の割合が最も高く、82.9%、75.0%、72.9%となっている。関西では、経営層のコ

ミットメントの割合が関東、中部よりも高い一方で、CSR 部門の活動の活発化の割合が低いの

が、特徴である。 

 

図表 III-4 SDGs の取組を始めた要因（所在地別） 

 

  

（上段：実数、下段：％）
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(3) SDGsへの取組を求められる機会は増えているか 

全体では「現在は SDGs への取組を求められる機会はないが、今後は増えると考えられる」

の割合が最も高く 76.2%である。 

SDGs への取組を求められる機会は増えているかを所在地別にみると、関東、中部、関西と

もに、現在は「SDGs への取組を求められる機会はないが、今後は増えると考えられる」の割

合が最も高く、72.5%、75.0%、78.9%となっている。 

 

図表 III-5 SDGs への取組を求められる機会は増えているか（所在地別） 

 

 

売上高別にみても、「現在は SDGs への取組を求められる機会はないが、今後は増えると考

えられる」がいずれにおいても最も割合が高く、いずれは、SDGs への取組が求められると考

えている企業が多く、企業規模を問わず、取組を推進することが必要となる。 

 

図表 III-6 SDGs への取組を求められる機会は増えているか（売上高別） 
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(4) ステークホルダーから求められる SDGsへの取組 

全体では「自社が定めている SDGs に係る行動指針、事業計画、製品・サービスの紹介書類

等の提出」の割合が最も高く 67.6%である。次いで、「製品、原材料、部品の調達先が SDGs

の取組を推進している旨の確認書類等の提出（26.5%）」、「自社が取引において SDGs の取組

を推進する旨の同意書等の提出（20.6%）」である。 

ステークホルダーから求められる SDGs への取組を所在地別にみると、関東、中部、関西と

もに、「自社が定めている SDGs に係る行動指針、事業計画、製品・サービスの紹介書類等の

提出」の割合が最も高く、90.0%、33.3%、73.3%となっている。中でも、関東では 90.0%と

回答率が非常に高くなっている。 

特徴があるのは、中部で、「製品、原材料、部品の調達先が SDGs の取組を推進している旨

の確認書類等の提出（33.3%）」も、同じ比率となっている。また、関東では「公的機関等か

らの認定書類の提出」が 30.0％と、他地域よりも高い。 

関西についてみると、「調達先が SDGs の取組を推進している旨の確認書類等の提出」を求

められている企業の割合が 20.0％で、他地域の 30％台よりも低い。全国的には、大企業中心

に SDGs への取組が進展し、サプライヤーに SDGsへの同意や確認書類を求めてくるようにな

ると見込まれ、他地域同様に取組を進めることが必要になる。 

 

図表 III-7 ステークホルダーから求められる SDGs への取組（所在地別） 
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(5) SDGsに事業活動として取り組むにあたっての当初の目的 

全体では「従業員の意識改革」の割合が最も高く 62.9%である。次いで「株主・機関投資家

による評価（35.2%）」「新規事業立上げ、新製品・サービス開発に役立つ（34.6%）」である。 

当初の目的を所在地別にみると、関東、中部、関西ともに、「従業員の意識改革」の割合が

最も高く、70.0%、63.8%、59.2%である。「売上高・利益の増加（25.4%）」は関西が、「株

主・機関投資家による評価」は関東が高いなど、SDGs へ取り組む当初の目的には地域により特

色がみられるものもある。 

 

図表 III-8 SDGs に事業活動として取り組むにあたっての当初の目的（所在地別） 
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(6) SDGsに対応するために、現在取り組んでいる具体的な対応・アクション 

全体では「SDGs について理解するための情報収集・勉強」の割合が最も高く 67.5%であ

る。次いで、「本業を通じた社会課題解決の取組（58.4%）」、「SDGs への対応を自社の経営計

画・事業計画等に反映（38.3%）」である。 

現在取り組んでいる対応・アクションを所在地別にみると、関西の「SDGs について理解す

るための情報収集・勉強（74.6%）」が全体を通じて最も高くなっている。また、「本業を通じ

た社会課題解決の取組（62.7%）」も他地域よりも高い。関東では「経営計画・事業計画に反

映（55.0%）」が高いのが特徴である。 

 

図表 III-9 SDGs に対応するために現在取り組んでいる具体的な対応・アクション(所在地別） 
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関東(n=40)

中部(n=46)

関西(n=67)
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(7) SDGsに事業活動として取り組んだことによる現時点での効果 

全体では「まだ効果は出ていない」の割合が最も高く 53.9%である。次いで、「従業員の意識

改革（28.9%）」、「社外ステークホルダーとの連携強化（13.8%）」である。関西では、「株主・

機関投資家による評価」がやや高い。 

 

図表 III-10 SDGs に事業活動として取り組んだことによる現時点での効果（所在地別） 

  

（上段：実数、下段：％）
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152 10 4 44 8 7 3 20 15 9 13 21 6 82 7

100.0 6.6 2.6 28.9 5.3 4.6 2.0 13.2 9.9 5.9 8.6 13.8 3.9 53.9 4.6

40 3 1 9 3 0 0 4 4 2 5 7 2 24 1

100.0 7.5 2.5 22.5 7.5 0.0 0.0 10.0 10.0 5.0 12.5 17.5 5.0 60.0 2.5

47 3 1 15 1 2 0 2 4 3 4 6 0 25 3

100.0 6.4 2.1 31.9 2.1 4.3 0.0 4.3 8.5 6.4 8.5 12.8 0.0 53.2 6.4

65 4 2 20 4 5 3 14 7 4 4 8 4 33 3

100.0 6.2 3.1 30.8 6.2 7.7 4.6 21.5 10.8 6.2 6.2 12.3 6.2 50.8 4.6

合
計
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在
地
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中部

関西



40 

 

(8) SDGsの取組の事業における位置付け 

全体では「現在は収益事業外だが、将来の収益事業の一部と位置付けている」の割合が最も

高く 45.8%である。次いで、「現在の収益事業の一部と位置付けている（35.5%）」、「現在は収

益事業外であり、将来も収益事業外と位置付けている（18.7%）」である。 

所在地別にみると、関東、中部、関西ともに「現在は収益事業外だが、将来の収益事業の一

部と位置付けている」の割合が最も高く、42.1%、53.2%、42.0%となっている。なお、関西

は、「現在の収益事業の一部と位置付けている（42.0%）」も高く、現在・将来の収益事業と位置

付けている割合が他地域より高い。 

 

図表 III-11 SDGs の取組の事業における位置付け（所在地別） 

 

売上高別では「500 億円超」における「現在の収益事業の一部と位置付けている（58.5%）」

が、全体よりも割合が高い。 

 

図表 III-12 SDGs の取組の事業における位置付け（売上高）別） 
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(9) SDGs等の社会課題の解決への取組成果の評価基準 

全体では「特に評価基準は設けていない」の割合が最も高く 83.9%である。次いで「定量・

定性評価の両方の基準を設けている（10.3%）」、「定量評価基準のみ設けている（3.9%）」であ

る。 

評価基準を所在地別にみると、関東、中部、関西ともに「特に評価基準は設けていない」の

割合が最も高く、84.6%、87.5%、80.6%となっている。なお、関西では「定量・定性評価の両

方の基準を設けている（14.9%）」の割合がほかよりも高い。 

 

図表 III-13 SDGs 等の社会課題の解決への取組成果の評価基準（所在地別） 

 

 

評価基準を売上高別にみると、「50 億円以下」では「特に評価基準は設けていない

（92.9%）」がほかよりも高くなっており、「500 億円超」では、「定量・定性評価の両方の基準

を設けている（25.0%）」がほかよりも高い。 

 

図表 III-14 SDGs 等の社会課題の解決への取組成果の評価基準（売上高）別 
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(10) SDGsに取り組む上で、課題と感じること 

課題と感じることを売上高別にみると、「500 億円超」における「社内での理解度が低い

（65.3%）」、「マンパワーの不足（51.0%）」が高くなっている。「50 億円以下」、「100 億円以

下」では、「何から取り組んだらいいかわからない」の割合が全体よりも高く、どのように取り

組むべきかを指南することが必要で、そのための支援を行う必要がある。 

 

図表 III-15 SDGs に取り組む上で、課題と感じること（売上高別） 
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(11) SDGs推進の後押しに有効な支援策 

全体では「SDGs を活用したビジネスのノウハウ・プロセス等の習得」、「SDGs に取り組む

際に活用できる補助金」の割合が高く、それぞれ 42.6%である。次いで、「SDGs に取り組む

企業の PR/情報発信支援（32.4%）」、「SDGs に取り組む企業に対するお墨付き・認定

（30.4%）」である。所在地別にみると、関西の「SDGs を活用したビジネスのノウハウ・プロ

セス等の習得（46.3%）」がほかよりも高く、他地域より、本業での取組が本格化しつつあると

みることができる。 

 

図表 III-16 SDGs 推進の後押しに有効な支援策（所在地別） 
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２．調査結果のポイント 

アンケート調査の結果から、提言につながるようなコメントや意見を抽出・整理した。 

(1)地域別の分析 

①認知度・対応状況 

関西は、関東や中部に比べ、「対応・アクションを検討している（21.1％）」の割合が高い。 

今後の認知度向上の取組については、関西は「社報等（紙媒体）での周知」、「トップメッセ

ージ」が上位である。トップによるリーダーシップの発揮とともに、全社的なボトムアップで

の理解増進の双方が有効である。 

そして、「SDGs への取組を求められる機会が今後は増える」は全地域で最も高くなってお

り、多くの企業が今後、取組が求められる機会が増えると感じている。 

②取組を始めた要因 

全体では、取組を始めた要因は、「世間の認知度の高まり」「経営層のコミットメント」

「CSR 部門の活動の活発化」の順に高い。関西では、経営層のコミットメントの割合が関

東、中部よりも高い一方で、CSR 部門の活動の活発化の割合が低いのが特徴である。地域に

よる差異はあるが、今後も世間の認知度が高まることで、必然的に経営層のコミットメントも

一層高まることが想定される。 

③当初の目的 

関西は「売上高・利益の増加」、関東は「株主・機関投資家による評価」が高いなど、SDGs

へ取り組む当初の目的には地域により特色がみられるものもある。関西は本業でのビジネスと

しての取組を重視し、関東は対外的な評価を重視しているとも考えられる。 

④現在および今後の具体的な対応・アクション 

当初の目的が、関西は「売上高・利益の増加」が高くなっていることと関係していると考え

られるが、関西の「SDGs について理解するための情報収集・勉強（74.6%）」が全体を通じて

最も高くなっている。また、「本業を通じた社会課題解決の取組（62.7%）」も他地域よりも高

い。 

今後については、関西では「本業を通じた社会課題解決の取組」、「SDGs について理解する

ための情報収集・勉強」の順で高く、関東では「本業を通じた社会課題解決の取組」、「SDGs

への対応を自社の経営計画・事業計画等に反映」の順で高い。 

⑤取組の効果 

全体では「まだ効果は出ていない」の割合が最も高く 53.9%である。次いで、「従業員の意

識改革（28.9%）」、「社外ステークホルダーとの連携強化（13.8%）」であり、地域における差

異は大きくはない。 

⑥SDGs の位置づけ・評価方法 

関西は、「現在の収益事業の一部と位置付けている（42.0%）」も高く、現在・将来の収益事

業と位置付けている割合が他地域より高い。関西では「定量・定性評価の両方の基準を設けて

いる（14.9%）」の割合がほかよりも高いが、15％弱とその水準は低い。 
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⑦SDGs 推進のための連携先 

全体と地域に大きな差異はなく、関西においても「顧客（50.7%）」、「地方自治体

（40.6%）」の順である。 

⑧SDGs への取組上の課題 

約半数の企業が「社内での理解度が低い」を取組上の課題としており、理解度の向上が必要

である。関西は多くの項目で課題の比率が低い。 

⑨有効な支援策と連携上の課題 

関西の「SDGs を活用したビジネスのノウハウ・プロセス等の習得（46.3%）」がほかよりも

高く、「SDGs に関する地域関係者のネットワークの構築（20.4%）」は全体よりも割合が低

い。他地域より、ネットワーク構築が進み、本業での取組が本格化しつつあるとみることがで

きる。 

また、関西では「適切な連携先を見つける手段・機会がない（35.4%）」が最も高いが、他

地域よりも割合は低い。他の項目についても全般的に割合が低く、連携という面での課題は相

対的に小さい。 

 

(2)規模別の分析 

①認知度・対応状況 

売上規模が大きいほど、「対応・アクションを検討している」の割合が高くなる傾向があ

る。このことから、SDGs の認知度や対応・アクションは大企業が先行し、中小企業は大企業

の取組状況をみながら、取組を進めていく段階にあると言える。 

売上規模が大きい大企業ほど、株主等のステークホルダーからの SDGs への取組を求められ

ると同時に、SDGs を事業機会としてとらえていることがうかがえる。大企業中心に SDGs へ

の取組が進展し、サプライヤーに SDGs への同意や確認書類を求めてくるようになると見込ま

れる。そして、売上規模を問わず SDGs への取組が求められると考えている企業が多く、全体

的に取組を推進することが必要になる。 

②現在および今後の具体的な対応・アクション 

売上規模が小さいほど「本業」「マッピング」の比率が低くなっており、具体的な対応やア

クションが難しい面もあることがわかる。これらに対して必要な支援を行うことが重要と考え

られる。 

一方、売上規模が小さくとも「本業」「情報収集」のように取組意欲が高い項目もあるた

め、企業のニーズに応じて適切な支援を行うことが必要である。 

③推進上の課題 

売上規模が小さいほど「何から取り組んだらいいかわからない」の割合が全体よりも高くな

る。このため、どのように取り組むべきかを指南することが必要で、そのための支援を行う必

要がある。 

一方、売上規模が大きな企業では、「情報発信」や「地域課題・国際課題の把握」について

支援ニーズが高くなっており、企業のニーズに応じて適切な支援を行うことが必要となる。 
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(3)アンケート調査結果からの示唆 

①企業の取組に応じた支援の必要性 

地域別、規模別に SDGs への取組状況や課題、今後の取組意向に差異はあるが、SDGs への

取組が、顧客や消費者などから今後より重視されると考えていることは共通しており、SDGs

が企業経営において、重要なテーマとなることは確かである。 

したがって、現状の取組の段階やレベルは、地域や規模によって異なるものの、SDGs への

取組を加速し、推進するという意味では、方向性は一致している。このことから、現在の企業

の取組状況に応じて、官民による支援が求められているといえる。 

 

②サプライチェーンを通じた SDGs の推進 

取組が先行しているのは大企業の割合が高いことも事実である。そして、「本業を通じた社

会課題解決の取組」への意欲も高まりつつある。これにより、今後、自社内での取組を推進す

るとともに、取引関係を通じて、サプライヤーも巻き込む形で SDGs が一体的に推進される可

能性がある。 

このように、SDGs の推進については、個別企業の取組という側面から徐々にサプライチェ

ーン全体を通じた取組へと変化することも想定され、現時点では取組が遅れている企業であっ

ても、いずれ取り組まざるを得ない状況になる可能性がある。 

 

③すでに取組を進めている企業への支援 

SDGs に取り組む必要性が高まっている中で、取組を加速させるには、先行して取組を進め

ている企業が、さらに取組を進めていくことで、全体の取組も盛んになるというサイクルを回

していくことが一つの方法となる。それを効率的に進めようとすれば、先進事例の共有や先進

企業の取組を検証するなどして、先行して取り組むメリットが享受できるような支援が求めら

れる。 

 

④自治体との連携によるビジネス創出 

連携先としては、顧客や自治体が中心となるが、顧客や取引先は、サプライチェーン上の関

係者といえるため、否応なく連携することになると思われる。むしろ、本業を通じた社会課題

の解決を進める上では、自治体との連携を進め、新たなビジネス創出の機会とすることが望ま

れる。また、自治体との連携による具体的な取組は、国内市場だけとは限らず、自治体と組ん

だうえで、海外に展開することも考えられる。 
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IV．ヒアリング調査 
 

文献調査により把握した先進的な取組を実施している企業、企業アンケート調査回答企業及び

SDGs の取組を行っている支援機関等にヒアリング調査を実施した。ヒアリング先は以下の通り

である。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策が各社・機関で実施されている中でのヒアリング

調査となり、訪問ヒアリング、web ヒアリングの形式を併用する形で実施した。 

 

１．調査対象 

(1)行政・公的機関・支援機関・経済団体 

以下の組織・団体に対して、ヒアリングのポイントを設定し、現状と今後の取組について把握

した。 

 

①JICA 関西 企業連携課・関西 SDGs プラットフォーム事務局 

 ・関西 SDGs プラットフォームについて 

 ・民間企業が参入可能な JICA の SDGs 関連事業について 

②近畿経済産業局 国際課・国際事業課 

 ・関西 SDGs ビジネスネットワークについて 

 ・自治体や企業との協働による SDGs の取組推進方策について 

③大阪府 政策企画部企画室推進課推進グループ 

 ・大阪府・大阪市による SDGs 推進施策について 

 ・（国に採択された）SDGs 未来都市の取組 

④大阪商工会議所 国際部 

 ・民間企業への SDGs の取組の普及促進策について 

⑤大阪環境産業振興センター（おおさか ATC グリーンエコプラザ） 

 ・エコプラザにおける民間企業を巻き込んだ SDGs 推進の取組 

 ・企業展示の視察 

⑥公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会 

 ・TEAM EXPO 2025 について 
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(2)民間企業 

主に当該企業の取組内容をヒアリングした。特に、本業とのかかわり、サプライチェーンとの

かかわり、企業経営・事業計画への落とし込みの方法や成果・効果の把握といった点についても

可能な範囲で把握した。 

 

（ヒアリング先企業一覧） 

①株式会社島津製作所 

②株式会社椿本チエイン 

③オムロン株式会社 

④京セラ株式会社 

⑤NTN 株式会社 

⑥川崎重工業株式会社 

⑦積水ハウス株式会社 

⑧電子部品メーカー 

⑨医療関連メーカー（特徴のある取組の紹介はない） 

 

（主なヒアリング項目） 

1)現状の SDGs への取組状況 

2)SDGs 取組の目的・成果 

3)SDGs への取組の評価方法 

4)SDGs と事業との関係・結び付け方 

5)ステークホルダーとの関係、連携の仕方 

6)取組上の課題 

7)今後の取組の方向性 

8)その他 
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２．調査結果のポイント 

ヒアリング調査の結果の中から、提言につながるようなコメントや意見を抽出・整理した。 

 

 (1)行政・公的機関・支援機関・経済団体 

・関西地域には SDGs のプラットフォームが存在し、多様な機関が SDGs 推進に取り組んでい

るのが特色。 

・SDGs 未来都市等、SDGs に根ざした取組をする自治体も多い。企業と自治体をつなぐことが

できればさらに取組が活発化する。 

・民間企業への普及啓発を実施しながら、さらに個別企業の導入も支援している。 

・複数企業の勉強会から始めて、民間企業の SDGs 関連ビジネスにつなげるのが理想的な展開

である。 

・大阪・関西万博は、関西地域にとって、SDGs を切り口とした世界に開かれたビジネスチャ

ンスととらえることができる。共創パートナーとして万博に参画する道筋もある。 

 

(2)民間企業 

① 現状の SDGs への取組状況 

・「社是」と SDGs の共通性・類似性に着目し、SDGs への取組の起点とした。 

・SDGs の 169 のターゲットに関して、全部門に対して、CSR(企業の社会的責任)と CSV（事

業活動による社会課題の解決）の視点から、現在と将来の取組をリストアップし、重要度を

考慮し、取組マップを作成。 

・創業者の考えに立ち返ることで、SDGs を理解し、自社の取組につなげることができる。 

・SDG コンパスを活用して、社内的な検討を進めている。 

・企業理念の実践とサステナビリティの取組は、非常に近い内容だとわかった。もともとこう

した取組を続けていたところに、SDGs の概念が広まってきた、という順番である。 

 

② SDGs 取組の目的・成果 

・今後の市場環境の変化に対応するため、2030 年からのバックキャスティングにより、新規ビ

ジネスを検討する枠組みとして使っている。 

・SDGs は、これからの時代に求められるソフトローや法制度の変化の方向性を探る足掛かり

となる。 

・業界他社に比べて遅れを取っているという認識から、積極的に取り組むことにした。第３者

による評価のランキングも高めていきたい。 

・企業理念が先に浸透しているため、その理念が SDGs に通じるということがわかり、取組が

一気に加速した。SDGs によって、社会課題が自社の事業にどのように関係しているかが理

解できた。 

・中期計画の中の事業戦略とサステナビリティの重要課題を特定したうえで、目標を作って取

り組んでいる。 
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・従来は、SDGs は調達や生産にかかるリスクを最小化するという側面が強かったが、成長の

機会として SDGs を捉えるように変化している。 

 

③ SDGs への取組の評価方法 

・評価そのものというよりも、経営上の課題発見ツールとして活用している。 

・具体的な取組ごとに KPI を設置し、定量的な指標で成果を把握する。 

・中期経営計画に落とし込んでいるため、個別の活動については KPI を設定して、今後は評価

していくことになる。 

・SDGs に関する内容を含む中期計画は、取締役会で決議されるものなので、個々の内容につ

いては KPI が設定され、管理されることになる。 

 

④ SDGs と事業との関係・結び付け方 

・事業戦略に直結するものとしている。ESG 経営推進本部という組織体制を新設。 

・中期経営計画の中に SDGs を取り込み、対外的にも公表している。 

・中期経営計画策定時の一つのツールとして活用した。SDGs を CSR と CSV に区別して事業

との関係を整理している。 

・次年度以降の中期経営計画の中に SDGs を位置づけ、今後公表していく予定。 

・マテリアリティを特定しない限りは、SDGs への取組は進まない。マテリアリティについて

は、取締役会での決議を経て、事業へと落とし込まれていく。 

 

⑤ ステークホルダーとの関係、連携の仕方 

・サプライヤーに対して、方針説明を行い、ESG を重視した経営への協力を求めている。現時

点でサプライヤーは評価や選別をしているわけではなく、ベストプラクティスを共有する場

としている。 

・グローバルコンパクトジャパンに加盟し、関西分科会での活動をしている。有識者とのつな

がりもでき、有益なネットワークとして活用している。 

・調達ガイドラインを作っている。要望事項を明らかにして、サプライヤーにはセルフチェッ

クをお願いしている。自社もサプライヤーを評価するプラットフォームを有する海外企業か

ら評価を受ける立場でもある。 

 

⑥ 取組上の課題 

・工場のような現場に浸透させることは難しいが、会社の全体方針とゴールについて伝えるこ

とで理解してもらおうとしている。 

・CSR の部門ではなく、経営戦略部門が SDGs を担当しており、トップメッセージにも SDGs

を組み込むようにして、社内への浸透を図っている。 

・海外子会社も含めてグローバルに SDGs への取組を行っているが、海外では SDGs の認知が

進んでいない地域もあった。 
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・B2B 企業は、製品の使われ方が見えにくいところがあり、ワークショップを開催するなどで

工夫しているが、社員にも SDGs について理解してもらうのが難しい。 

・B2B 企業では、サプライチェーン上で、どのような最終製品に使われているかわからないも

のもあり、成果や評価が難しい場合もある。 

 

⑦ 今後の取組の方向性 

・他社に追随するような取組から、自社の強みを活かした、独自の取組を進めていきたい。 

・CSR のマテリアリティと SDGs のマテリアリティは別物という意見がある。これから社内に

おいて、そのあたりを議論していくことになる。 

 

３．行政・公的機関・支援機関・経済団体の取組事例紹介 

  ヒアリング調査対象の各機関、各企業における特徴的な取組をコンパクトに紹介している。 

図表 IV-１ 各組織・団体における SDGs推進に関する取組内容 

組織・団体名 

（所在地） 
取組概要 

JICA 関西 

（神戸市中央区） 

【関西 SDGs プラットフォーム】 

・ SDGs の達成に向けて、関西の民間企業、市民社会・NPO・NGO、大学・

研究機関、自治体・政府機関といった、多様なアクターが参加するプラ

ットフォームとして設立（2021 年 3 月 15 日時点で 1,127 団体が参画。

うち企業等は 783 を占める）。 

・ 主な活動は、SDGs の重要性をアピールし、浸透させていくこと、多様

な分野のアクターが集いうことで、新たなネットワーク・連携関係が構

築され、SDGs の達成に資する新しいアイデアや取り組みにつなげるこ

とで、その成果として７つの分科会が活動している（その一つが「関西

SDGs 貢献ビジネスネットワーク（事務局：近畿経済産業局）」）。 

【民間企業が参入可能な JICA の SDGs 関連事業】 

・ JICA は、民関連事業を促進しており、SDGs の推進につながる支援メニ

ューを用意している。「中小企業・SDGs ビジネス支援事業」には中小企

業向け「中小企業支援型」と大企業向け「SDGs ビジネス支援型」があ

る。中小企業だけではなく、大企業も利用できる制度で「基礎調査(中小

企業支援型のみ)」「案件化調査」「普及・実証・ビジネス化事業」がある。 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 

JICAweb 

サイト 
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組織・団体名 

（所在地） 
取組概要 

近畿経済産業局 

（大阪市中央区） 

【関西 SDGs プラットフォーム 関西 SDGs 貢献ビジネスネットワーク】 

・ 「関西 SDGs プラットフォーム」の分科会として、ビジネスの視点から

SDGs 推進を目指すことを目的に、近畿経済産業局が主体となり設立。 

・ 主な活動は、セミナー、取組事例紹介、調査事業などで、近畿２府５県

での啓発活動（キャラバン）やワークショップなど、参加者間で SDGs

推進に関するノウハウの共有を図り、企業による本業としてのビジネス

活動を通じた SDGs の取組を促進する活動を行っている。 

・ 2020年度は、新たな取組とし

て、自治体と企業の官民連携

によるビジネスベースでの

社会課題解決の促進を目的

に、自治体職員を対象に、ビ

ジネス視点の伴った社会課

題設定力（課題発掘・分析）

や官民連携事業化に関する

ノウハウを高めるトレーニ

ングセミナーを３回開催。官

民連携による社会課題の解

決につなげる試みとして注

目される。 

（資料）近畿経済産業局 web サイト 

大阪府 

（大阪市中央区） 

・ 大阪府は大阪市とともに共同提案した、内閣府「SDGs 未来都市及び自

治体 SDGs モデル事業」に選定された。そして、2021 年 1 月には、「大

阪 SDGs 行動憲章」を定めた。これは、2025 年大阪・関西万博のテーマ

である「いのち輝く未来社会のデザイン」が SDGs の実現に貢献するも

のであり、万博に向け府民や府内企業・団体など、あらゆるステークホ

ルダーに SDGs が「自分事化」するための憲章である。 

（資料）大阪府 web サイト 
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組織・団体名 

（所在地） 
取組概要 

大阪商工会議所 

（大阪市中央区） 

・ 大阪商工会議所では、主に中小企業における SDGs 推進に資する取組を

行っている。会議所内の SDGs に関するウェブサイト上で、普及啓発や

情報提供を行い、さらに、ウェブサイト上のアンケートに回答する形式

の「SDGs 取り組み診断」や SDGs の相談先を紹介している。これらに

よって、中小企業が SDGs に取り組むきっかけや気づきを与えている。 

（資料）大阪商工会議所 web サイト 
  

大阪環境産業振興

センター(おおさ

か ATC グリーン

エコプラザ) 

(大阪市住之江区) 

・ 同プラザは、企業・行政から学校、海外からの団体見学を中心とした環

境学習の提供やセミナー、企業の展示製品、CSR 活動の報告など環境情

報の発信を行っ

ている。 

・ 2018 年度以降、

「SDGs ビジネ

ス研究会」を開催

し、SDGs を自社

のビジネスにど

のようにつなげ

ていくのかを考

え、SDGs に向け

た具体的なビジ

ネス創出を支援

している。 

 

（資料）ATC グリーン   

エコプラザ web サイト 
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組織・団体名 

（所在地） 
取組概要 

公 益 社 団 法 人

2025 年日本国際

博覧会協会 

（大阪市住之江区） 

・ 同協会は、多様な参加者が主体となり、理想としたい未来社会を共に創

り上げていくことを目指す取り組み「TEAM EXPO 2025」プログラムを

開始（2020 年 10 月）。個々の活動である 「TEAM EXPO 2025」プログ

ラム／共創チャレンジと、共創チャレンジを創出し活動を支援する

「TEAM EXPO 2025」プログラム／共創パートナーの制度を設け、多様

主体が参画する機会をつくっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ これらの活動をするにあたり、登録には費用はかからない（協会からの

補助金等の支給はない）。活動が本格化していけば、2025 年の大阪・関

西万博で、「自らの活動を世界に発信できる」チャンスがある。そして、

万博終了後は、種々の取組をレガシーとして継承し、新たな未来をつく

ることができる。 

・ 2021 年 2 月末時点で、同協会ウェブサイトによると、「共創チャレンジ」

の登録件数は 69 件に達し、「共創パートナー」の登録件数は 42 団体と

なっている。 

・ 共創パートナーの中には、大阪商工会議所、関西 SDGs プラットフォー

ム、アジア太平洋トレードセンター株式会社（おおさか ATC グリーン

エコプラザの運営団体の母体の一つ）も登録されており、企業や団体が、

これらの組織の活動を通じて、大阪・関西万博に参画することも可能で

ある。 

 

（資料）各団体・組織のホームページを参考に、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングにて作成。 
 

１．「TEAM EXPO 2025」プログラム／共創パートナー 

自らが主体的かつ継続的に本プログラムに合った独自の活動を展

開し、多様な共創チャレンジの創出・支援を担う法人・団体等。各

共創パートナーは、それぞれが持つ強み（人的ネットワーク、人資

源・ノウハウ、資金、フィールド、情報発信力など）を活かした独

自のテーマを掲げて活動する。 

---------------------------------------------------------------------------- 

２．「TEAM EXPO 2025」プログラム／共創チャレンジ 

それぞれがデザインする未来社会の実現に向けて、自らが主体とな

って行動を起こしている、または行動を起こそうとしている様々な

チームを募集。共創チャレンジの活動として、SDGs の達成、

Society5.0 の実現、未来の産業創出、ライフサイエンス・ヘルスケ

アに関する将来的な社会実装、自然環境の維持・向上、文化・芸術

振興、人材育成、情報発信などのテーマに関する創造的な取り組み

を想定。 

（資料）2025 年日本国際博覧会協会 web サイト 
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４．個別企業の取組事例紹介 

【株式会社島津製作所】における特徴のある取組 

（SDGs に対する事業での貢献度分布の作成） 

 事業を通じた SDGs への取組について、「SDGs に対する事業での貢献度分布（事業と目標の

関係図）」や「ターゲットレベルでの取組（実績の提示）」を示していることが特徴である。 

以下の図が「SDGs に対する事業での貢献度分布」である。 

この図の作成方法は、まずは CSR と CSV の二つの視点で、「現在取り組んでいるテーマ」と

「将来取り組もうとしているテーマ」をリストアップ。それらを重要度から高中低の 3 段階に分

け得点化し、CSR と CSV の二つの視点で、17 の目標毎に得点を合算する。そして、CSV の得

点を横軸、CSR と CSV を合算した得点を縦軸とし、17 の目標毎に、現在取り組んでいるテーマ

の得点を分布図上の丸印で表す。始点は現状で、終点は将来の位置を示したものである。 

 

SDGs に対する事業での貢献度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）島津製作所webサイト（事業を通じた SDGsへの取り組み） 

https://www.shimadzu.co.jp/sustainability/common_value/sdgs.html 

 

https://www.shimadzu.co.jp/sustainability/common_value/sdgs.html
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【株式会社椿本チエイン】における特徴のある取組 

（SDGs を中期経営計画に反映するプロセス） 

 自社内に事務局を設置し、中期経営計画に SDGs を落とし込んでいくために、さまざまな活動

を展開している。もともとは、リスク管理、CSR の観点で活動を行っていたが、リスク最小化

の発想から転換し、SDGs によってビジネスチャンスを生み出すという発想で、全社的に活動。

SDGs の目標・ターゲットのなかで、自社ビジネスに関連する項目を事務局で絞り込み、全社に

示し、各部署からボトムアップで、ビジネスチャンスを探索するという取組を行っている。 

 

（活動状況） 

・2018 年に、次期中期経営計画に SDGs を導入するためのプロジェクトチームを社内で発足。 

・2019 年からグループ内のこれまでの取組と SDGs との関連性を整理。その際に、各部門の幹

部職員を中心に SDGs に関する勉強会を実施（全国で約 30 回実施。外部コンサルタントや社

内事務局が講師を務める）。 

・2020 年４月「サステナビリティ基本方針」「サプライヤーガイドライン」を策定。 

・2020 年度上期：長期ビジョンの検討開始。CSR 側面からマテリアリティ（重要課題）と KPI

（指標）を設定し、活動を開始。 

・2020 年度下期：CSV 課題を次期中期経営計画に反映するための検討を実施。2021 年上期に、

中期経営計画発表。 

 

中期経営計画における SDGs の位置づけ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期経営計画における SDGs の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（参考）「TSUBAKI REPORT 2020 つばきグループ統合報告書」 

https://www.tsubakimoto.jp/fileadmin/templates2020/pdf/ir/library/annual/2020/2020-tsubaki-integrated-

report.pdf 
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【オムロン株式会社】における特徴のある取組 

（社会的課題を解決しながら、グローバルに成長する～企業理念経営と共鳴するマネジメント） 

 社会的課題を解決しながら、グローバルに成長する方法についての問いかけに対しては、統合

報告書の CEO メッセージの中で「皆が同じ方向を向いて前を進んでいくためには『共有できる

もの、共鳴できるもの』がとても大切です。オムロンの場合、それが企業理念です。コロナショ

ックという試練を乗り越えるうえで、いまこそこの『企業理念経営』と『共鳴するマネジメン

ト』が大きな力を発揮すると信じています」と答えている。 

 

（現中期計画の中に、サステナビリティ方針・重要課題を位置づけ） 

・2011 年に 10 年間の長期ビジョン「Value Generation 2020（VG2020）」を策定。 

・2017 年度にスタートした中期経営計画「VG2.0」は、その最終ステージの４年間であるとと

もに、、未来を予測するオムロン独自のサイニック理論や国際的な取り組みである SDGs 等を

考慮し、未来を起点として戦略に落とし込み。サステナビリティ方針のもと 2017 年度にサス

テナビリティ重要課題を設定。 

・重要課題は、「注力ドメインにおいて解決すべき社会的課題」と「VG2.0 の遂行を支える事業

基盤を強化し、ステークホルダーからの期待に応える課題」の二軸で構成されている。 

・これらの課題に対して 2020 年度の目標を設定し、その達成に向け、2017 年度より各取り組み

を進めている。 

 

（中期計画とサステナビリティ課題への取り組みのベクトルを一致させる仕組みを構築） 

・2017 年度に導入した役員向けの新たな中長期業績連動型株式報酬の評価項目には、VG2.0 の

業績目標の達成度に加えて、第三者機関の評価に基づくサステナビリティ指標を組み込み。

VG2.0 とサステナビリティ課題への取り組みのベクトルを一致させ、持続的な企業価値の向上

を目指している。 

中期経営とサステナビリティ重要課題の関係性 

 

（すべてのステークホルダーとの責任ある対話） 

 「サステナビリティ方針」の中で、「すべてのステークホルダーと責任ある対話を行い、強固な

信頼関係を構築します」と宣言しており、仕入先との対話では、110 社参加（2019 年 5 月のカン

ファレンス）し、サステナブル調達の取り組みが順調に進んでいることを提示し、引き続き、協

働して取り組むことを改めてお願いしている。 

（資料）「統合レポート 2020」 https://www.omron.co.jp/integrated_report/   
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【京セラ株式会社】における特徴のある取組 

（SDGs と経営哲学「京セラフィロソフィ」の親和性の高さ） 

 統合報告書のトップメッセージには、「私たちは、環境・社会・ガバナンス（ESG）にも、誠

実に取り組んでいます。2015 年 9 月に国連総会で採択された『持続可能な開発目標（SDGs）』

は、『京セラフィロソフィ』の実践を通じて人類、社会の進歩発展に貢献するという当社事業と

もきわめて親和性の高いものだと認識しています」との発言が記載されており、SDGs と経営哲

学である「京セラフィロソフィ」の親和性が高いことが示されている。 

 

（社会課題起点で事業活動を推進） 

 京セラグループの経営理念は、「全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、人類、社会

の進歩発展に貢献すること」です。経営理念の実現は、国際的な目標である SDGs の実現にほか

ならず、社会課題の解決に資する企業活動は我々の使命と考えている。 

 また、社会情勢、国際社会の動向やステークホルダーの期待などから社会課題を把握し、京セ

ラグループにおける重要性などを考慮し、京セラグループ CSR 委員会で審議のうえ、重要課題

を選定。 

 

（社会課題起点での新規事業創出の具体例） 

社会課題 アプローチ SDGs との対応 

気候変動 再生可能エネルギーを有効活用するため、クレイ型リチウムイ

オン蓄電池を開発 
ゴール７、13 

少子高齢化 労働力不足に備えロボティクス事業に進出 ゴール９ 

食物アレルギー 食物アレルギーを持つ方が安心して食事を楽しめるサービスを

開発 
ゴール３ 

 

社会課題の解決を実現する事業開発と経営基盤の強化の取組 

 
（資料）「統合報告書 2020」https://www.kyocera.co.jp/sustainability/catalog/pdf/2020/all.pdf   

https://www.kyocera.co.jp/sustainability/catalog/pdf/2020/all.pdf
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【ＮＴＮ株式会社】における特徴のある取組 

（100 周年を機に、社会課題を解決し、「なめらかな社会」の実現を打ち出した） 

2018 年の創業 100 周年を機に「世界をなめらかにする仕事、NTN」というコミュニケーショ

ンワードを打ち出した。また、これからの 100 年も持続的に成長していくために、長期ビジョン

「NTN のあるべき姿」を定め、この実現に向けた中期経営計画「DRIVE NTN100」（2018～

2020 年度）を策定。 

 

（新中期経営計画の中で ESG 経営の推進を宣言） 

2021 年 2 月に発表した新中期経営計画「DRIVE NTN100」 Phase2 の中では、「国際社会の

目標（2030 年 SDGs 等）の達成に向けてマテリアリティを特定し、ESG 経営を進めています」

と記載し、具体的には、「１）当社の独創的技術の創造を通じて社会に貢献（ボジティブインパ

クトの強化）、２）グローバル企業にふさわしい経営・企業形態の形成（ネガティブインパクト

の最小化）」することを示している。 

 

（マテリアリティの特定） 

 また、新中期経営計画では、「企業理念の実践を通じて社会に価値を提供し、『なめらかな社

会』の実現を目指す。目標（SDGs 等）達成に向けてマテリアリティを特定、KPI を設定し ESG

経営を推進する」。これに向けて、13 のマテリアリティを示している。 

新中期経営計画において特定したマテリアリティ（13 項目） 

（資料）新中期経営計画 DRIVE NTN Phase2 説明会資料(2021 年 2 月 10 日) 

https://www.ntn.co.jp/japan/investors/pdf/findata/mtermplan2021.pdf 

「NTN レポート 2020」 

https://www.ntn.co.jp/japan/investors/pdf/annual/ntn_report2020.pdf 

 

（世界各地の従業員が参加するグローバル企業ならではの SDGs に関する活動） 

連結子会社は海外だけで 44 社（2020 年 3 月末）を数え、欧米アジア各国に拠点を有し、グル

ーバルなネットワークを形成している。 

統合報告書には、日本国内のみならず、欧米アジアの現地法人が実施している、SDGs とのつ

ながりを意識した社会課題解決に向けた独自の取組が記載されている。こうした世界各地の拠点

が独自に実施する活動を、本社で顕彰する機会があり、海外を含むグループ全体での SDGs に関

する活動のモチベーションを高めている。 

    

https://www.ntn.co.jp/japan/investors/pdf/findata/mtermplan2021.pdf
https://www.ntn.co.jp/japan/investors/pdf/annual/ntn_report2020.pdf
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【川崎重工業株式会社】における特徴のある取組  

（SDGs とグループミッションの親和性の高さ） 

 グループミッション｢世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する“Global Kawasaki” ｣

を掲げる川崎重工では、企業理念と SDGs との親和性は極めて高く、同社が事業を通じて社会課

題の解決を目指す中で、SDGs の達成に貢献できる部分は大きいと認識している。同社では、

2017 年度にマテリアリティ（重要課題）を特定する過程で対処すべき社会課題を明確にした上

で、事業を通じて創出する社会価値を「陸・海・空の安心・安全、クリーン、快適な移動・輸送

手段の提供」「クリーンエネルギーの創出」「新興国を中心とする社会インフラの充実」「自動化

による高齢化・労働力不足への対応」の４つと定め、それらの最大化こそが同社が長期で達成す

べき最重要課題であると位置付けている。また、マテリアリティの特定プロセスとして、以下の

４つのステップからなることを紹介している。マテリアリティと SDGs ターゲットと紐づけや

KPI の設定とその達成状況の定期的な開示も特長である。  
 
 

重要課題の特定プロセス 

  
重要課題の KPI（左）、達成状況の定期的な開示（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
（資料）「Kawasaki ESG Data Book/2020」 

  https://www.khi.co.jp/sustainability/library/esg/esg_2020.pdf 

 web サイト上での定期的な情報開示：https://www.khi.co.jp/sustainability/sdgs/   

https://www.khi.co.jp/sustainability/library/esg/esg_2020.pdf
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【積水ハウス株式会社】における特徴のある取組 

（2050 年を見据えた「NEXTSEKISUIOUSE『30 年ビジョン』」を策定） 

製品寿命の長い住宅メーカーらしく、SDGs の目標年 2030 年のはるかに先の 2050 年を目標

とした経営ビジョンを策定している。「2050 年のありたい姿」を環境、社会、ガバナンスの側面

から描き、そこからバックキャスティングする形で、今後、取り組むべきことを「サステナビリ

ティビジョン 2050」として示している。その中では、目指す姿に対応する「2050 年のチャレン

ジ目標」を定め、それに対応する「2030 年の目標」を示している。 
 

サステナビリティビジョン 2050 
 

目指す姿 2050年のチャレンジ目標 2030年の目標 

脱炭素社会へ先導 住まいのライフサイクルにおける CO2ゼ

ロ 
SBT 目標の達成（詳細は省略） 

人と自然の共生社会

へ先導 

事業を通じた生態系ネットワークの最大

化 
生物多様性の主流化をリード（〃） 

資源循環型社会へ先

導 

住まいのライフサイクルにおけるゼロエ

ミッションの深化 
循環型事業の制度整備加速（〃） 

健康・長寿先進社会

へ先導 

住まいづくりを通じた健康・長寿の実現 
社会課題を見据えた新たな価値の創造 

ダイバーシティ社会

へ先導 

誰もが自分らしく能力を発揮できる社会

の実現 

ダイバーシティ&インクルージョンによ

る持続的成長 

※表の中には、実践してきた主な活動、ESG での対応についての記載があるが省略。 

 

（長期的な目標だけではなく、中期経営計画の中でも ESG を KPI として組込み） 

長期ビジョンの達成を目指す取り組みとして、2020～2022 年の達成目標として ESG の 13 項

目の重要テーマを設定。 
 

第５次中期計画における ESG の重要テーマ（2020～2022 年度） 
 

E環境 S社会 Gガバナンス 

・脱炭素社会 

・人と自然の共生社会 

・資源循環型社会 

・健康・長寿・豊かさの創出 

・バリューチェンを通じた顧客満

足の追求 

・ダイバーシティの推進 

・働き方改革 

・人材育成 

・人権の尊重 

・社会貢献活動 

・コーポレートガバナンス体制の

強化 

・コンプライアンス推進とリスク

マネジメント 

・労働安全衛生マネジメント 

 

（資材調達におけるきめ細かいサプライチェーン・マネジメント） 

CSR 評価の新しい形として「CSR 調達から一歩先の SDGs 調達」を目指し、具体的な取組が

行われている。 

・2018 年からは、「CSR 調達ガイドライン」の制定と「同意確認書」の提出を求め、CSR 調達

戦略の見直しと定着を図ってきた。 

・2019 年からは、サプライヤーの CSR に関する取組の促進に向けてチェックシート方式による

「CSR 評価」のチェックシートを「GCNJ 版 SAQ（自己問診票）」に準拠した内容に深化さ

せ、取り組みを継続している。また、実効的な SDG 調達の普及・促進に向け、サプライヤー

に対する研修・アドバイスや啓発の場として、取引先約 150 社を対象として「サプライチェー

ン分科会」を開催している。 
 

（資料）「サステナビリティレポート 2020」

https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/sustainable/download/2020/book/2020_all_A3.pdf 
  

https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/sustainable/download/2020/book/2020_all_A3.pdf
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【電子部品メーカー】における特徴のある取組 

（SDGs の位置づけと経営理念との関係性） 

 SDGs そのものは、グローバルに蓋然性の高いメガトレンドだと捉え、社会課題を起点とした

重点課題（マテリアリティ）の特定に活用している。SDGs の内容は、経営理念とも整合性して

おり、事業活動との親和性が高いものである。SDGs を経営に取り込むことで、従来の事業活動

がグローバルな視点から改めて体系的に整理できるというメリットがある。 

 

（経営の中での SDGs の活用方法） 

 そして、SDGs を起点に事業を見直すことで、調達や生産に関するリスクを最小化するという

側面だけではなく、成長の機会を見出すツールとしても活用している。 

ただし、B２B がメインのビジネスであることから、SDGs に積極的に取り組むことが企業の

ブランディングやアピールにつながるわけではないため、社内においては、SDGs に取り組むモ

チベーションを高める工夫が必要となる。 

 

ESG に関する社会課題を起点とした重点課題 
 

重点課題 対応するリスクや機会 中期計画との対応 

（環境） 

気候変動への対応

強化 

 

・エネルギー効率改善・再エネ利用促進 

・自然災害甚大化による影響 

・・・ 

 

・サプライヤーに SBT 目標設定を促す 

・物流活動での CO2 排出量把握範囲の拡大 

・・・ 

環境に影響を与え

る化学物質の管理 

・有害化学物質の取扱のリスク把握 

・・・ 

・法令や顧客要求基準を製品開発に取込み 

・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ 

（社会） 

人権や多様性への

配慮 

 

・多様な人材が力を発揮することで、事

業へプラスの影響 

・・・ 

 

・ダイバーシティ・インクルージョン推進 

・女性管理職を増やす取組 

・・・ 

地域社会との協働 ・地域社会からの協働に対する期待 

・・・ 

・地域社会との調和を各拠点で実現 

・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ 

（ガバナンス） 

取引条件の公正性 

 

・法令や社会的常識を逸脱することによ

るレピュテーションリスク 

・・・ 

 

・海外を含むコンプライアンス活動のマネ

ジメントサイクルの着実な実行 

・・・ 

BCP（事業継続） ・新型感染症によるパンデミックリスク 

・・・ 

・想定されるリスクに対する BCP の策定 

・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ 

※統合報告書に記載されている内容を企業名の特定を避けるために、内容を改変している部分がある。 
 

 

（サプライヤーとの協働による CSR 調達の推進） 

 CSR 調達に関しては、自社からサプライヤーに一方的に対応を求めるのではなく、サプライ

ヤーとの協働により、まずは現状を把握し、次に改善の方策を検討し、さらに高いレベルを目指

すという、取組を継続的に実施していく。そのことによって、ステークホルダーのニーズを満た

すことができる。 

 また、サプライヤーに対する取組だけではなく、自社の調達部門においても、ESG 評価会社

等の調査内容、投資家・株主、顧客からの要望・要求・問合せなどをもとに、取り組むべき課題

を設定し、CSR 調達のレベルアップを図っている。 
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V．SDGsへの取組を推進するための提言 
 

１．製造業の SDGs への取組を推進するための支援策のあり方 

(1) 短期的な取組 

① 企業の取組に応じた支援策の実施 

アンケート調査結果でも明らかなように、企業ごとに取組度合いには違いがみられ、相対的

には、企業規模が小さいほど、取組は進んでいない。こうした企業には、今後、取組の意義や

メリットを啓発しつつ、社内のトップを含めた経営層の理解が必要となる。 

1) 情報提供、意識醸成 

セミナー等での情報提供などが必要となる。また、業界団体や経済団体を通じて、経営者に

対して意識の醸成を行うことも有効である。 

2) 既存支援事業・施策への SDGs要素の取り込み 

行政に対する補助金の支援を求めるニーズも高いが、SDGs における取組は幅広いため、単

独の補助金ではなく、既存の行政の補助金を伴う支援策の中に組み込むことが適切と考える。

企業側も SDGs 的な取組を積極的にアピールし、行政側と企業の双方で SDGs の推進につな

げていく。 

3) 支援機関との協働による施策活用推進 

SDGs に関するネットワーク形成や情報収集などは、既存の支援機関においてもすでに多く

の事業やメニューが存在する。それらが十分に企業側に伝わっていないミスマッチもあると考

えられるため、日機連や他の業界団体も含めて、企業に対して、支援機関と協働し、既存事業

の利用を促進することが考えられる。 

 

② サプライチェーンを通じた SDGs の推進 

アンケート調査結果の中でも、顧客からの要求によって、SDGs に取り組むという回答もあ

り、大企業からみると「調達」において、サプライヤーに SDGs の観点からの取組を促す動き

も出てきている。東京オリンピック・パラリンピックにおいても「持続可能性」を意識した調

達コードが設定されており、民間企業だけではなく、官公需に関しても、納入企業側での

SDGs への取組が重要になってきている。これらの動きをさらに加速することで、サプライチ

ェーンを通じて、大企業だけではなく中小企業にも SDGs への取組が拡大すると考えられる。 

1)企業横断での SDGs調達コードの検討 

現在は、企業単位で個別に調達のガイドラインを設定するといった形であるが、業界団体や

個別企業を超えた単位で、より影響力の強い SDGs 調達のあり方を普及させていくことが考え

られる。 

2)サプライチェーンのレジリエンスを高めるための支援策の活用 

コロナ禍により、サプライチェーンは大きなダメージを受けたため、国では国内におけるサ

プライチェーンの強化に乗り出している。主に DX がテーマとなっているが、SDGs への取組

はサプライチェーンの変革にもつながるものであり、SDGs への取組をサプライチェーン改革

の観点から支援することも考えられる。 
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③ すでに取組を進めている企業への支援策 

アンケート調査結果でも明らかなように、企業ごとに取組度合いには違いがみられるが、あ

る程度、取組が進んでいる企業においても、取組を促進するための情報は必要となる。 

SDGs を企業経営にどのように取り込むかを、セミナー等で情報提供することなどが必要と

なる。また、業界団体や経済団体などで顕彰する機会を設けることで、取組を促進することも

可能である。 

 

④ 自治体と企業の SDGs への取組における協働の推進 

社会課題の解決が SDGs のテーマであり、同時に企業にとってはビジネスチャンスでもあ

る。地方自治体はそうした社会的な課題をかかえ、その解決に向けて奔走しているが、自治体

の力だけでは解決できないことも多い。官民連携がさまざまな行政分野で進んでいるが、社会

課題の解決についても官民連携を進めることが重要である。 

神戸市のようにスタートアップ企業に行政課題の解決をゆだねる事例も出てきているが、民

間企業側は自治体のかかえる課題に対する理解は十分ではないため、自治体側の課題と企業の

シーズをマッチングし、協働する仕組みを作る必要がある。その仕組みづくりを国が支援する

ことは有効である。 

 

(2) 中長期的な取組 

中長期的には、大阪市内で 2025 年に開催予定の大阪・関西万博が、SDGs の取組にとって

大きな意義を持つ。大阪・関西から世界に SDGs の取組を披露する場となる。この場を利用し

て、世界に SDGs の取組をアピールしたい。 

1)大阪・関西万博に向けた SDGsビジネスの創出 

大阪・関西万博は、SDGs 達成の中間年であり、SDGs の達成に向けた博覧会ともいえる。

万博協会では、SDGs への取組を推進するパートナーを募集している。これを自社の新たなビ

ジネスチャンスととらえ、果敢に挑戦することもできる。万博協会と日機連が連携しながら、

会員企業や会員企業以外とのつながりをつくり、パートナーとして取り組むことを支援する。 

2)海外における社会課題解決のビジネス化への取組推進 

JICA や環境省等の事業の中で、地方自治体のノウハウを国内民間企業とともに、海外に展

開し、海外の特定地域・都市における環境問題の解決、スマートシティの創設をめざすものが

ある。これらの事業推進に当たっては、国内の地方自治体と民間企業が連携し、協働すること

が求められており、協働の体制づくり、そして、事業提案を行っていくことで、実際の取組に

つながっていく。 

しかしながら、コロナ禍の中では現地での十分な取組は難しい。そこで、コロナ禍の終息を

見据えて、現時点からビジネス展開の準備をすることは可能である。これらを新たなビジネス

機会としてとらえ、特に、関西に拠点があり、企業連携の実績も豊富な JICA とのつながりを

強化することが有効である。 
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２．今後の課題 

今年度調査では、ヒアリング調査は、主に行政や大企業を対象としたもので、中小企業の取

組状況や今後の取組意向については、十分な情報が得られていない。また、コロナ禍による影

響は中小企業の方が甚大と想定され、アンケート調査実施時期以降の影響も中小企業には大き

く出ているものと考えられる。今回のアンケート調査エリアは、３大都市圏であり、コロナ禍

の終息の見通しがつかない限りは、企業は新たな事業への取組にも消極的になる可能性もあ

る。 

一方、コロナ禍のように、社会が大きく変化する機会には、新たなビジネスが生まれること

も事実である。この機をとらえて、SDGs と関連づけた新たなビジネス創出や企業の業態転換

などを行っている事例も出てきている。 

このように、コロナ禍によって、当初の想定を超える社会的な変化があったことを受けて、

SDGs の重要性はより高くなっていると考えられる。また、関西製造業に関して言えば、地元

で大阪・関西万博の開催が、2025 年に予定されていることもあり、SDGs に取り組む機運が

高まると想定されている。これらのイベントでは SDGs に資する調達コードが運用される見込

みであり、SDGs への取組が顧客からの要請によっても進むと思われる。 

ただし、重要性が高まり、顧客からの要請が進む見込みとはいえ、企業の SDGs への取組を

加速させるには、SDGs に取り組むメリット、例えば、取引拡大につながったなどの経営に対

する直接的なメリットが明示できるとよい。 

こうした問題意識をもって、今後、中小企業の取組や、新たなビジネス創出の動きを把握

し、さらに一歩進めた施策や提言を行う必要がある。 
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資料１．アンケート調査結果（本編記載以外の主な結果） 

(1) 回答者の属性 

「中部」の割合が最も高く 36.5%である。次いで、「関西（35.8%）」、「関東（25.3%）」であ

る。中部、関西地域の企業の方が関東よりも回答率が高い。 

図表 1 所在地 

 

 

所在地を売上高別にみると、「50 億円以下」では「中部（40.1%）」、「50 億円超 100 億円以

下」では「関西（42.7%）」、「100 億円超 500 億円以下」では「中部（37.3%）」、「500 億円

超」では、「関東・関西（36.7％）」の割合が高い。 

図表 2 所在地（売上高別） 

 

  

関東

25.3%

中部

36.5%

関西

35.8%

無回答

2.4%

(n=411)

25.3%

25.7%

18.8%

24.0%

36.7%

36.5%

40.1%

35.4%

37.3%

26.5%

35.8%

32.1%

42.7%

36.0%

36.7%

2.4%

2.1%

3.1%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

50億円以下

50億円超100億円以下

100億円超500億円以下

500億円超

(n
=4
1
1)

(n
=1
8
7)

(n
=9
6
)

(n
=7
5
)

(n
=4
9
)

関東 中部 関西

無

回
答
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(2) 業種 

全体では、「その他製造業」の割合が最も高く 28.5%である。次いで、「輸送用機械

（20.7%）」、「生産用機械（14.6%）」である。 

業種を所在地別にみると、「中部」では「輸送用機械（38.0%）」、「関東」では「その他製造

業（30.8%）」、「関西」では「その他製造業（30.6%）」の割合が高い。関西では、「電気機

械」、「生産用機械」、「はん用機械」が続いている。 

図表 3 業種（所在地別） 

 

業種を売上高別にみると、全体の傾向と異なるのは、「50 億円超 100 億円以下」で、「はん

用機械（11.5％）」が高く、「500 億円超」で「電気機械（24.5％）」と高くなっている。 

図表 4 業種（売上高別）

 

  

6.3%

2.9%

4.7%

10.2%

14.6%

11.5%

15.3%

15.6%

5.1%

6.7%

2.7%

6.8%

5.6%

8.7%

4.7%

4.1%

10.2%

11.5%

4.0%

16.3%

1.5%

4.8%

0.7%

20.7%

13.5%

38.0%

8.8%

28.5%

30.8%

24.0%

30.6%

6.1%

8.7%

4.0%

6.8%

1.5%

1.0%

2.0%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

関 東

中 部

関 西

(n
=4
1
1)

(n
=1
0
4)

(n
=1
5
0)

(n
=1
4
7)

生産用機械

はん用機械 業務用機械

情報通信機械

輸送用機械 その他製造業電気機械

電子部品・デバ

イス・電子回路

製造業以外

無回答

生産用機械

6.3%

4.8%

11.5%

5.3%

4.1%

14.6%

14.4%

18.8%

13.3%

8.2%

5.1%

5.9%

5.2%

10.2%

5.6%

5.3%

6.3%

6.7%

4.1%

10.2%

8.6%

7.3%

9.3%

24.5%

1.5%

2.7%

1.3%

20.7%

20.3%

19.8%

25.3%

18.4%

28.5%

31.0%

24.0%

30.7%

24.5%

6.1%

5.9%

5.2%

8.0%

6.1%

1.5%

1.1%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

50億円以下

50億円超100億円以下

100億円超500億円以下

500億円超

(n
=4
1
1)

(n
=1
8
7)

(n
=9
6
)

(n
=7
5
)

(n
=4
9
)

はん用機械

業務用機械

情報通信機械

輸送用機械 その他製造業電気機械

電子部品・デバ

イス・電子回路

製造業以外

無

回

答
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(3) 資本金 

全体では、資本金「5,000 万円超 1 億円以下」の割合が最も高く 34.8%である。所在地別に

みると、全地域で「5,000 万円超 1 億円以下」が最も多いが、中部は「1,000 万円超 5,000 万

円以下(30.7％)」の割合も高い。 

図表 5 資本金（所在地別）

 

 

(4) 売上高 

全体では「10 億円超 50 億円以下」の割合が最も高く 42.8%である。所在地別にみると、

「関西」は、「50 億円超 100 億円以下」が 27.9％となっており、他地域よりも比率が高い。 

図表 6 売上高（所在地別） 

  

4.4%

1.9%

10.0%

0.7%

24.1%

20.2%

30.7%

19.7%

34.8%

33.7%

31.3%

38.1%

17.5%

19.2%

16.0%

19.0%

2.2%

1.9%

2.0%

2.7%

7.1%

9.6%

3.3%

8.8%

3.4%

3.8%

3.4%

5.6%

7.7%

2.7%

7.5%

1.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

関 東

中 部

関 西

(n
=4
1
1)

(n
=1
0
4)

(n
=1
5
0)

(n
=1
4
7)

1,000万円

以下

5,000万円超

1億円以下

1億円超

5億円以下

5億円超

10億円以下

無回答

100億円超

50億円超

100億円以下

10億円超

50億円以下

1,000万円超

5,000万円以下

3.3%
0.7%

0.2%

1.0%

0.7%

1.3%

0.7%

1.7%

2.9%

2.0%

0.7%

42.8%

42.3%

46.7%

39.5%

23.4%

17.3%

22.7%

27.9%

18.2%

17.3%

18.7%

18.4%

3.9%

5.8%

1.3%

5.4%

6.3%

8.7%

6.7%

4.8%

1.7%

2.9%

0.7%

2.0%

1.0%

1.9%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

関 東

中 部

関 西

(n
=4
1
1)

(n
=1
0
4)

(n
=1
5
0)

(n
=1
4
7)

1億円以下

1億円超

5億円以下

5億円超

10億円以下

10億円超

50億円以下

50億円超

100億円以下

100億円超

500億円以下

500億円超

1,000億円以下

1,000億円超

5,000億円以下

5,000億

円超

無

回

答
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(5) 従業員数 

全体では「100 名超 300 名以下」の割合が最も高く 59.4%である。次いで、「300 名超 500

名以下（12.2%）」、「1,000 名超 5,000 名以下（9.2%）」である。 

従業員数を所在地別にみると、関東、中部、関西ともに「100 名超 300 名以下」の割合が最

も高く、51.9%、60.7%、63.3%となっている。関西は、関東や中部に比べて、「100 名以下」

の割合が低くなっている。 

 

図表 7 従業員数（所在地別） 

 

従業員数を売上高別にみると、「100 億円超」、「500 億円超」では、全体の傾向と大きく異

なり、300 名超の大企業の占める割合が高い。 

 

図表 8 従業員数（売上高別） 

 

  

0.5%

1.3%

7.1%

10.6%

8.7%

3.4%

59.4%

51.9%

60.7%

63.3%

12.2%

11.5%

12.7%

10.9%

7.3%

7.7%

6.0%

8.8%

9.2%

13.5%

7.3%

8.8%

1.2%

1.9%

1.3%

0.7%

1.7%

2.0%

2.0%

0.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

関 東

中 部

関 西

(n
=4
1
1)

(n
=1
0
4)

(n
=1
5
0)

(n
=1
4
7)

0.7%

1.0%

0.7%

50名超100名以下 100名超300

名以下

300名超

500名以下

500名超1,000

名以下

1,000名超

5,000名以下

5,000名超1

万名以下
5万名超

1万名超

5万名以下

50名以下
無

回

答

1.4%

0.5%

1.1%

7.1%

13.4%

2.1%

1.3%

59.4%

82.4%

74.0%

24.0%

2.0%

12.2%

2.1%

17.7%

37.3%

7.3%

6.3%

24.0%

12.2%

9.2%

13.3%

57.1%

1.2%

8.2%

1.7%

14.3%

0.7%

6.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

50億円以下

50億円超100億円以下

100億円超500億円以下

500億円超

(n
=4
1
1)

(n
=1
8
7)

(n
=9
6
)

(n
=7
5
)

(n
=4
9
)

50名以下

50名超100名以下

100名超300

名以下

300名超

500名以下

500名超1,000

名以下

1,000名超

5,000名以下
5,000名超1

万名以下

5万名超1万名超

5万名以下

無

回

答

0.7%

0.5%
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(6) SDGsの取組を始めた要因 

SDGs の取組を始めた要因を売上高別にみると、規模による相違はあまりみられないが、

「株主・機関投資家らの要請」「事業機会の顕在化」に関しては、規模が大きくなるほど、割

合が高くなる。このことから、売上規模が大きな大企業ほど、株主等のステークホルダーから

の SDGs への取組を求められると同時に、SDGs を事業機会としてとらえていることがうかが

える。 

 

II 図表 9 SDGs の取組を始めた要因（売上高別） 

III  

  

（上段：実数、下段：％）

世
間
の
認
知

度
の
高
ま
り

顧
客
か
ら
の

要
請

仕
入
先
か
ら

の
要
請

株
主
・
機
関

投
資
家
か
ら
の
要
請

海
外
支
店
・

工
場
等
の
海
外
拠
点
か

ら

の
要
請

そ
の
他
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー

（
金
融

機

関
・
行
政
等

）
の
要
請

事
業
機
会
の

顕
在
化

経
営
層
の
コ

ミ

ッ
ト
メ
ン
ト

社
員
の
意
識

の
変
化

C
S
R
部
門

の
活
動
の
活
発
化

そ
の
他

160 122 23 5 26 4 16 36 74 37 51 17

100.0 76.2 14.4 3.1 16.2 2.5 10.0 22.5 46.3 23.1 31.9 10.6

45 30 6 2 2 0 4 6 20 8 13 4

100.0 66.7 13.3 4.4 4.4 0.0 8.9 13.3 44.4 17.8 28.9 8.9

35 22 3 0 4 0 3 7 17 7 7 3

100.0 62.9 8.6 0.0 11.4 0.0 8.6 20.0 48.6 20.0 20.0 8.6

38 35 4 0 5 1 2 9 19 11 14 4

100.0 92.1 10.5 0.0 13.2 2.6 5.3 23.7 50.0 28.9 36.8 10.5

41 34 10 3 15 3 7 13 18 10 16 6

100.0 82.9 24.4 7.3 36.6 7.3 17.1 31.7 43.9 24.4 39.0 14.6

500億円
超

売
上
高

合
計

合計

50億円以
下

50億円超
100億円
以下

100億円
超500億
円以下
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「SDGs の取組を始めた要因」と「SDGs の取組の事業における位置付け」によるクロス集

計結果をみると、「経営層のコミットメント」は収益事業としている企業で高く、他の項目に

ついても収益事業外と位置付ける企業に比べると、回答率が高くなっており、積極的に取り組

もうとする姿勢がうかがえる。 

 

IV 図表 10 SDGsへの取組を求められる機会は増えているか（SDGsの取組の事業における位置付け別） 

 

 

収益事業に位置付けている企業は、すでに取引条件として求められている割合も高い。業界

全体あるいはサプライチェーンにおいて要請が多い状況に置かれていると考えられる。 

 

V 図表 11 SDGs の取組を始めた要因（SDGs の取組の事業における位置付け別） 

 

（上段：実数、下段：％）

世
間
の
認
知

度
の
高
ま
り

顧
客
か
ら
の

要
請

仕
入
先
か
ら

の
要
請

株
主
・
機
関

投
資
家
か
ら
の
要
請

海
外
支
店
・

工
場
等
の
海
外
拠
点
か

ら

の
要
請

そ
の
他
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー

（
金
融

機

関
・
行
政
等

）
の
要
請

事
業
機
会
の

顕
在
化

経
営
層
の
コ

ミ

ッ
ト
メ
ン
ト

社
員
の
意
識

の
変
化

C
S
R
部
門

の
活
動
の
活
発
化

そ
の
他

160 122 23 5 26 4 16 36 74 37 51 17

100.0 76.2 14.4 3.1 16.2 2.5 10.0 22.5 46.3 23.1 31.9 10.6

55 39 8 3 14 3 5 18 29 15 18 7

100.0 70.9 14.5 5.5 25.5 5.5 9.1 32.7 52.7 27.3 32.7 12.7

71 59 8 1 9 1 6 13 36 19 27 8

100.0 83.1 11.3 1.4 12.7 1.4 8.5 18.3 50.7 26.8 38.0 11.3

29 21 7 1 3 0 4 4 6 3 5 2

100.0 72.4 24.1 3.4 10.3 0.0 13.8 13.8 20.7 10.3 17.2 6.9

合
計

合計

位
置
付
け

現在の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外だが、
将来の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外であり、
将来も収益事業外と位置
付けている

4.4%

3.6%

4.2%

6.9%

15.6%

25.5%

9.9%

13.8%

76.2%

69.1%

84.5%

72.4%

3.8%

1.8%

1.4%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

(n
=1
6
0)

(n
=5
5
)

(n
=7
1
)

(n
=2
9
)

現在の収益事業の

一部と位置付けている

現在は収益事業外だが、

将来の収益事業の一部と

位置付けている

現在は収益事業外であり、

将来も収益事業外と

位置付けている

SDGsへの取組が取引を

する上で必須条件として

提示されることがある

SDGsへの取組が取引を

する上で必須ではないもの

の求められることがある

現在はSDGsへの取組を

求められる機会はないが、

今後は増えると考えられる

現在はSDGsへの取組を

求められる機会はなく、

今後もないと考えられる
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(7) ステークホルダーから求められる SDGsへの取組 

ステークホルダーから求められる SDGs への取組を売上高別にみると、それぞれの回答数が

少ないため、傾向を見出すことは難しいが、強いて言えば、「50 億円超 100 億円以下」におけ

る「自社が取引において SDGs の取組を推進する旨の同意書等の提出（50.0%）」等で、全体

の傾向よりも割合が高く、自社よりも規模の大きな企業から、書類提出を求められている様子

がうかがえる。 

 

図表 12 ステークホルダーから求められる SDGs への取組（売上高別） 

  

  

67.6%

20.6%

26.5%

17.6%

8.8%

37.5%

37.5%

37.5%

50.0%

50.0%

16.7%

16.7%

100.0%

28.6%

28.6%

28.6%

76.9%

15.4%

23.1%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社が定めているSDGsに係る行動指針、事業計画、製品・

サービスの紹介書類等の提出

自社が取引においてSDGsの取組を推進する旨の同意書等の

提出

製品、原材料、部品の調達先がSDGsの取組を推進している

旨の確認書類等の提出

公的機関等から受けているSDGsに関連した表彰や認定関係

書類等の提出

その他

自社が定めているSDGsに係る

行動指針、事業計画、製品・

サービスの紹介書類等の提出

合計(n=34)

50億円以下(n=8)
50億円超100億円以下
100億円超500億円以下

自社が取引において

SDGsの取組を推進する旨の

同意書等の提出

製品、原材料、部品の調達先が

SDGsの取組を推進している旨の

公的機関等から受けている

SDGsに関連した表彰や

その他

500億円超(n=13)
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(8) 現在取り組んでいる具体的な対応・アクション 

現在取り組んでいる対応・アクションを売上高別にみると、「500 億円超」における「SDGs

について理解するための情報収集・勉強（80.5%）」、「本業を通じた社会課題解決の取組

（75.6%）」、「マッピング（51.2％）」が高くなっている。一方、売上高が小さいほど「本業」

「マッピング」の比率が低くなっており、具体的な対応やアクションが難しい面もあることが

わかる。これらに対して必要な支援を行うことが重要と考えられる。 

 

図表 13 SDGs に対応するために現在取り組んでいる具体的な対応・アクション(売上高別) 

 

58.4%

29.2%

67.5%

24.0%

20.8%

29.2%

38.3%

37.7%

5.2%

46.3%

24.4%

65.9%

24.4%

14.6%

14.6%

26.8%

34.1%

7.3%

55.9%

20.6%

70.6%

11.8%

23.5%

23.5%

38.2%

23.5%

5.9%

56.8%

35.1%

51.4%

27.0%

13.5%

27.0%

43.2%

32.4%

75.6%

36.6%

80.5%

31.7%

31.7%

51.2%

46.3%

56.1%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本業を通じた社会課題解決の取組

自社のブランディングやPR等に活用

SDGsについて理解するための情報収

集・勉強

社員の人材育成に活用

SDGsを新規事業の立ち上げや新商

品・新サービス開発等に活用

SDGsのゴールに合わせた自社の取組

のマッピング

SDGsへの対応を自社の経営計画・事

業計画等に反映

本業以外(CSR活動等）での社会貢献

等の取組

その他

合計(n=154)

50億円超100億円以下(n=34)

自社のブランディングや

PR等に活用

社員の人材育成に活用

SDGsについて理解する

ための情報収集・勉強

SDGsのゴールに合わせた

自社の取組のマッピング

SDGsを新規事業の

立ち上げや新商品・

新サービス開発等に活用

SDGsへの対応を自社の

経営計画・事業計画等

に反映

本業以外(CSR活動等）

での社会貢献等の取組

その他

本業を通じた

社会課題解決の取組

100億円超500億円以下(n=37)

500億円超(n=41)

50億円以下(n=41)
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(9) 今後新たに取組を検討している具体的な対応・アクション 

全体では「本業を通じた社会課題解決の取組」の割合が最も高く 52.9%である。次いで、

「SDGs について理解するための情報収集・勉強（42.6%）」、「SDGs への対応を自社の経営計

画・事業計画等に反映（39.4%）」である。現在取り組んでいることとは、上位２つの順位が

入れ替わっている。所在地別にみると、関西では「本業を通じた社会課題解決の取組

（55.9%）」、「SDGs について理解するための情報収集・勉強（50.0%）」の順で高く、関東では

「本業を通じた社会課題解決の取組（52.5%）」、「SDGs への対応を自社の経営計画・事業計画

等に反映（50.0%）」の順で高い。 

図表 14 今後新たに取組を検討している具体的な対応・アクション（所在地別） 

 

52.9%

38.1%

42.6%

29.7%

31.0%

25.2%

39.4%

25.8%

5.8%

3.2%

52.5%

42.5%

37.5%

27.5%

27.5%

30.0%

50.0%

35.0%

5.0%

5.0%

47.8%

26.1%

37.0%

30.4%

32.6%

17.4%

39.1%

30.4%

6.5%

2.2%

55.9%

44.1%

50.0%

30.9%

32.4%

27.9%

33.8%

17.6%

5.9%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

本業を通じた社会課題解決の取組

自社のブランディングやPR等に活用

SDGsについて理解するための情報収集・

勉強

社員の人材育成に活用

SDGsを新規事業の立ち上げや新商品・新

サービス開発等に活用

SDGsのゴールに合わせた自社の取組の

マッピング

SDGsへの対応を自社の経営計画・事業計

画等に反映

本業以外(CSR活動等）での社会貢献等の

取組

新たな取組は検討していない

その他

本業を通じた

社会課題解決の取組

合計(n=155)

関東(n=40)

中部(n=46)

関西(n=68)

自社のブランディングや

PR等に活用

SDGsについて理解する

ための情報収集・勉強

社員の人材育成に活用

SDGsを新規事業の

立ち上げや新商品・

新サービス開発等に活用

SDGsのゴールに合わせた

自社の取組のマッピング

SDGsへの対応を自社の

経営計画・事業計画等に

反映

本業以外(CSR活動等）

での社会貢献等の取組

新たな取組は検討していない
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今後の対応・アクションを売上高別にみると、「50 億円超 100 億円以下」の「本業を通じた

社会課題解決の取組（64.7%）」、「SDGs について理解するための情報収集・勉強（58.8%）」

の割合が高い。「500 億円超」における「事業計画への反映（46.3%）」で、全体よりも割合が

高い。 

売上高が小さくとも「本業」「情報収集」のように取組意欲が高い項目もあるため、企業の

ニーズに応じて適切な支援を行うことが必要である。 

図表 15 今後新たに取組を検討している具体的な対応・アクション（売上高別） 

  

52.9%

38.1%

42.6%

29.7%

31.0%

25.2%

39.4%

25.8%

5.8%

3.2%

40.5%

19.0%

45.2%

35.7%

23.8%

33.3%

35.7%

31.0%

4.8%

2.4%

64.7%

47.1%

58.8%

35.3%

32.4%

29.4%

38.2%

17.6%

2.9%

51.4%

51.4%

32.4%

24.3%

32.4%

5.4%

37.8%

27.0%

5.4%

56.1%

36.6%

34.1%

24.4%

36.6%

29.3%

46.3%

26.8%

9.8%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

本業を通じた社会課題解決の取組

自社のブランディングやPR等に活用

SDGsについて理解するための情報収集・勉強

社員の人材育成に活用

SDGsを新規事業の立ち上げや新商品・新サービ

ス開発等に活用

SDGsのゴールに合わせた自社の取組のマッピン

グ

SDGsへの対応を自社の経営計画・事業計画等に

反映

本業以外(CSR活動等）での社会貢献等の取組

新たな取組は検討していない

その他

50億円以下(n=42)

合計(n=155)

50億円超100億円以下

100億円超500億円以下

500億円超(n=41)

本業を通じた

社会課題解決の取組

自社のブランディングや

PR等に活用

SDGsについて理解する

ための情報収集・勉強

SDGsを新規事業の

立ち上げや新商品・

新サービス開発等に活用

社員の人材育成に活用

SDGsのゴールに合わせた

自社の取組のマッピング

SDGsへの対応を自社の

経営計画・事業計画等に

反映

本業以外(CSR活動等）

での社会貢献等の取組

新たな取組は検討していない

その他
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(10) 具体的に貢献（行動）できる SDGsのゴール 

全体では「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」、「産業と技術革新の基盤をつくろう」

の割合が高く、ともに 50.7%。次いで、「働きがいも経済成長も（50.0%）」、「つくる責任つか

う責任（48.6%）」である。「関西」は「産業と技術革新の基盤をつくろう（54.7%）」、「つくる

責任つかう責任（51.6%）」の順で、地域による順位に差がある。 

図表 16 具体的に貢献（行動）できる SDGs のゴール（所在地別） 

 

SDGs のゴールを売上高別にみると、「500 億円超」における「気候変動に具体的な対策を

（75.6%）」、「エネルギーをみんなにそしてクリーンに（70.7%）」、「産業と技術革新の基盤を

つくろう（68.3%）」等で、全体よりも割合が高い。 

図表 17 具体的に貢献（行動）できる SDGs のゴール（売上高別） 

  

（上段：実数、下段：％）

貧
困
を
な
く

そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ

に

す
べ
て
の
人

に
健
康
と
福
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を
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な
に
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ン
ダ
ー

平
等
を
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う
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全
な
水
と
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世
界
中
に
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を
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ん
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に
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に
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い
も

経
済
成
長
も
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業
と
技
術

革
新
の
基
盤
を
つ
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ろ
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や
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の
不
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う
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ま
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つ
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る
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つ
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う
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任
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候
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動
に
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な
対
策
を
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を
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ろ
う
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パ
ー

ト
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ッ
プ
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144 8 11 52 33 56 34 73 72 73 18 43 70 61 26 26 18 28

100.0 5.6 7.6 36.1 22.9 38.9 23.6 50.7 50.0 50.7 12.5 29.9 48.6 42.4 18.1 18.1 12.5 19.4
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(11) SDGsに事業活動として取り組んだことによる現時点での効果 

SDGs に事業活動として取り組んだことによる現時点での効果を売上高別にみても、大きな

違いはない。「まだ効果は出ていない」が多く、「従業員の意識改革」が効果として認識されて

いる。「500 億円超」では、「効果が出ていない」の比率が全体よりもやや低くなっている。 

 

図表 18 SDGs に事業活動として取り組んだことによる現時点での効果（売上高別） 

 

  

（上段：実数、下段：％）
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(12) SDGsに事業活動として取り組むにあたっての当初の目的 

当初の目的を売上高別にみると、「500 億円超」では、「株主・機関投資家による評価

（61.0%）」、「社外ステークホルダーとの連携強化（41.5%）」で、全体よりも割合が高い。 

図表 19 SDGs に事業活動として取り組むにあたっての当初の目的（売上高別） 

 

収益事業に位置付けている企業は、投資家やステークホルダーといった外部関係者を意識し

ている割合が高い。 

図表 20 SDGsに事業活動として取り組むにあたっての当初の目的 

（SDGsの取組の事業における位置付け別） 

  

（上段：実数、下段：％）
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(13) SDGs に事業活動として取り組んだことによる現時点での効果（SDGs の取組の事業

における位置付け） 

当初の目的に対する効果は、全体的に回答率が低く、まだ十分な効果が得られていないが、

収益事業に位置付けている企業は、株主の評価、競合他社との差別化、新規事業などで、やや

高くなっている。 

 

図表 21 SDGs に事業活動として取り組んだことによる現時点での効果 

（SDGs の取組の事業における位置付け別） 
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(14) SDGs に対応するために、現在取り組んでいる具体的な対応・アクション（SDGs の取

組の事業における位置付け） 

収益事業に位置付けている企業は、本業を通じた社会課題解決の取組の割合が最も高くなっ

ているが、ブランディングや経営計画・事業計画に反映することも、割合が高くなっており、

企業ブランディングや経営そのものに SDGs を取り入れようとする姿勢がうかがえる。 

 

図表 22 SDGs に対応するために、現在取り組んでいる具体的な対応・アクション 

（SDGs の取組の事業における位置付け別） 
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(15) 間接的・補助的に貢献（行動）できる SDGsのゴール 

全体では、「すべての人に健康と福祉を」、「働きがいも経済成長も」の割合が高く、それぞ

れ 32.6%である。次いで、「気候変動に具体的な対策を（31.9%）」、「海の豊かさを守ろう

（31.1%）」である。間接的・補助的なゴールを所在地別にみると、関東では「海の豊かさを

守ろう（35.3%）」、「陸の豊かさを守ろう（35.3%）」、中部では「気候変動に具体的な対策を

（39.5%）」、関西では「すべての人に健康と福祉を（38.6%）」で、全体よりも割合が高い。 

図表 23 間接的・補助的に貢献（行動）できる SDGs のゴール（所在地別） 

 

間接的・補助的なゴールを売上高別にみると、「500 億円超」では「陸の豊かさを守ろう

（51.4%）」、「海の豊かさを守ろう（48.6%）」の割合が高く、「100 億円超 500 億円以下」におけ

る「すべての人に健康と福祉を（40.6%）」、「働きがいも経済成長も（40.6%）」の割合が高い。 

図表 24 間接的・補助的に貢献（行動）できる SDGs のゴール（売上別） 

 

（上段：実数、下段：％）

貧
困
を
な
く

そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ

に

す
べ
て
の
人

に
健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教

育
を
み
ん
な
に

ジ

ェ
ン
ダ
ー

平
等
を
実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー

を
み
ん
な
に
そ
し
て
ク

リ
ー

ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術

革
新
の
基
盤
を
つ
く
ろ

う

人
や
国
の
不

平
等
を
な
く
そ
う

住
み
続
け
ら

れ
る
ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ

を
守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ

を
守
ろ
う

平
和
と
公
正

を
す
べ
て
の
人
に

パ
ー

ト
ナ
ー

シ

ッ
プ
で
目
標
を
達
成

し

よ
う

135 27 28 44 34 33 30 34 44 36 21 34 34 43 42 40 27 34

100.0 20.0 20.7 32.6 25.2 24.4 22.2 25.2 32.6 26.7 15.6 25.2 25.2 31.9 31.1 29.6 20.0 25.2

34 10 10 9 3 6 7 5 11 10 6 9 11 9 12 12 5 8

100.0 29.4 29.4 26.5 8.8 17.6 20.6 14.7 32.4 29.4 17.6 26.5 32.4 26.5 35.3 35.3 14.7 23.5

43 9 10 12 12 10 11 12 15 10 3 9 9 17 12 12 8 11

100.0 20.9 23.3 27.9 27.9 23.3 25.6 27.9 34.9 23.3 7.0 20.9 20.9 39.5 27.9 27.9 18.6 25.6

57 8 8 22 19 17 12 16 18 15 12 15 14 16 17 15 14 15

100.0 14.0 14.0 38.6 33.3 29.8 21.1 28.1 31.6 26.3 21.1 26.3 24.6 28.1 29.8 26.3 24.6 26.3

合
計

合計

所
在
地

関東

中部

関西

（上段：実数、下段：％）

貧
困
を
な
く

そ
う

飢
餓
を
ゼ
ロ

に

す
べ
て
の
人

に
健
康
と
福
祉
を

質
の
高
い
教

育
を
み
ん
な
に

ジ

ェ
ン
ダ
ー

平
等
を
実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー

を
み
ん
な
に
そ
し
て
ク

リ
ー

ン
に

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と
技
術

革
新
の
基
盤
を
つ
く
ろ

う

人
や
国
の
不

平
等
を
な
く
そ
う

住
み
続
け
ら

れ
る
ま
ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

気
候
変
動
に

具
体
的
な
対
策
を

海
の
豊
か
さ

を
守
ろ
う

陸
の
豊
か
さ

を
守
ろ
う

平
和
と
公
正

を
す
べ
て
の
人
に

パ
ー
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ナ
ー

シ

ッ
プ
で
目
標
を
達
成

し

よ
う

135 27 28 44 34 33 30 34 44 36 21 34 34 43 42 40 27 34

100.0 20.0 20.7 32.6 25.2 24.4 22.2 25.2 32.6 26.7 15.6 25.2 25.2 31.9 31.1 29.6 20.0 25.2

37 8 7 8 3 4 6 6 8 6 5 7 7 13 9 8 6 7

100.0 21.6 18.9 21.6 8.1 10.8 16.2 16.2 21.6 16.2 13.5 18.9 18.9 35.1 24.3 21.6 16.2 18.9

28 1 1 7 6 7 5 7 11 8 3 7 9 7 4 3 2 6

100.0 3.6 3.6 25.0 21.4 25.0 17.9 25.0 39.3 28.6 10.7 25.0 32.1 25.0 14.3 10.7 7.1 21.4

32 7 7 13 11 10 7 11 13 10 3 10 6 13 11 10 6 7

100.0 21.9 21.9 40.6 34.4 31.3 21.9 34.4 40.6 31.3 9.4 31.3 18.8 40.6 34.4 31.3 18.8 21.9

37 11 13 15 13 12 12 9 11 11 10 10 12 10 18 19 13 14

100.0 29.7 35.1 40.5 35.1 32.4 32.4 24.3 29.7 29.7 27.0 27.0 32.4 27.0 48.6 51.4 35.1 37.8

合
計

合計

売
上
高

50億円以
下

50億円超
100億円
以下

100億円
超500億
円以下

500億円
超
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収益事業に位置付けている企業は、働きがいや製造物責任に関する項目の割合が高くなって

いるのが特徴である。 

 

図表 25 間接的・補助的に貢献（行動）できる SDGs のゴール 

（SDGs の取組の事業における位置付け別） 

 

  

（上段：実数、下段：％）
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気
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を
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ろ
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の
豊
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を
守
ろ
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平
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と
公
正

を
す
べ
て
の
人
に

パ
ー
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ッ
プ
で
目
標
を
達
成

し

よ
う

135 27 28 44 34 33 30 34 44 36 21 34 34 43 42 40 27 34

100.0 20.0 20.7 32.6 25.2 24.4 22.2 25.2 32.6 26.7 15.6 25.2 25.2 31.9 31.1 29.6 20.0 25.2

46 4 8 14 12 13 11 12 21 11 7 10 17 15 14 17 9 12

100.0 8.7 17.4 30.4 26.1 28.3 23.9 26.1 45.7 23.9 15.2 21.7 37.0 32.6 30.4 37.0 19.6 26.1

61 17 13 21 16 13 15 15 15 19 11 20 12 22 21 19 15 14

100.0 27.9 21.3 34.4 26.2 21.3 24.6 24.6 24.6 31.1 18.0 32.8 19.7 36.1 34.4 31.1 24.6 23.0

26 4 6 8 5 5 4 7 7 6 2 4 5 6 7 4 3 8

100.0 15.4 23.1 30.8 19.2 19.2 15.4 26.9 26.9 23.1 7.7 15.4 19.2 23.1 26.9 15.4 11.5 30.8

合
計

合計

位
置
付
け

現在の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外だが、
将来の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外であり、
将来も収益事業外と位置
付けている
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(16) 認知度向上のための活動 

全体では「トップメッセージ」の割合が最も高く 40.5%である。関西では「社報等（紙媒

体）での周知（43.5%）」、「トップメッセージ（43.5%）」が上位である。トップによるリーダー

シップの発揮とともに、全社的なボトムアップでの理解増進の双方が有効である。 

図表 26 SDGs の認知度向上のための活動（所在地別）  

 

認知度向上の活動を売上高別にみると、50％を超えているのは、「500 億円超」の「社報等

（紙媒体）での周知（61.0%）」「トップメッセージ（53.7%）」、「研修（51.2%）」である。 

図表 27 SDGs の認知度向上のための活動（売上高別） 

 

（上段：実数、下段：％）
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ッ
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そ
の
他

特
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な
い

158 47 46 60 64 24 25 19 6 12 49 36 23 20 19

100.0 29.7 29.1 38.0 40.5 15.2 15.8 12.0 3.8 7.6 31.0 22.8 14.6 12.7 12.0

40 14 13 14 19 7 10 6 1 7 16 7 4 6 3

100.0 35.0 32.5 35.0 47.5 17.5 25.0 15.0 2.5 17.5 40.0 17.5 10.0 15.0 7.5

48 10 8 16 15 7 6 7 2 1 8 6 10 7 7

100.0 20.8 16.7 33.3 31.3 14.6 12.5 14.6 4.2 2.1 16.7 12.5 20.8 14.6 14.6

69 23 25 30 30 10 9 6 3 4 24 23 9 7 9

100.0 33.3 36.2 43.5 43.5 14.5 13.0 8.7 4.3 5.8 34.8 33.3 13.0 10.1 13.0

合
計

合計

所
在
地

関東

中部

関西

（上段：実数、下段：％）
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媒
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ッ
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ー

な
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他

特
に
な
い

158 47 46 60 64 24 25 19 6 12 49 36 23 20 19

100.0 29.7 29.1 38.0 40.5 15.2 15.8 12.0 3.8 7.6 31.0 22.8 14.6 12.7 12.0

43 8 7 8 15 2 3 4 3 4 12 8 7 4 8

100.0 18.6 16.3 18.6 34.9 4.7 7.0 9.3 7.0 9.3 27.9 18.6 16.3 9.3 18.6

35 9 8 13 16 6 1 5 0 0 12 7 3 6 4

100.0 25.7 22.9 37.1 45.7 17.1 2.9 14.3 0.0 0.0 34.3 20.0 8.6 17.1 11.4

38 9 11 14 11 4 6 2 2 3 9 6 7 4 3

100.0 23.7 28.9 36.8 28.9 10.5 15.8 5.3 5.3 7.9 23.7 15.8 18.4 10.5 7.9

41 21 20 25 22 12 15 8 1 5 16 15 6 5 4

100.0 51.2 48.8 61.0 53.7 29.3 36.6 19.5 2.4 12.2 39.0 36.6 14.6 12.2 9.8

合
計

合計

売
上
高

50億円以
下

50億円超
100億円
以下

100億円
超500億
円以下

500億円
超
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収益事業に位置付けている企業は、トップメッセージや経営方針が認知度向上の活動となっ

ている割合が高い。 

 

図表 28 SDGs の認知度向上のための活動（SDGs の取組の事業における位置付け別） 

 

 

  

（上段：実数、下段：％）
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158 47 46 60 64 24 25 19 6 12 49 36 23 20 19

100.0 29.7 29.1 38.0 40.5 15.2 15.8 12.0 3.8 7.6 31.0 22.8 14.6 12.7 12.0

55 17 26 27 28 11 12 9 2 6 26 16 7 5 5

100.0 30.9 47.3 49.1 50.9 20.0 21.8 16.4 3.6 10.9 47.3 29.1 12.7 9.1 9.1

71 24 15 29 30 11 12 8 4 3 18 17 11 10 6

100.0 33.8 21.1 40.8 42.3 15.5 16.9 11.3 5.6 4.2 25.4 23.9 15.5 14.1 8.5

29 6 5 4 6 2 1 2 0 3 4 3 3 5 8

100.0 20.7 17.2 13.8 20.7 6.9 3.4 6.9 0.0 10.3 13.8 10.3 10.3 17.2 27.6

合
計

合計

位
置
付
け

現在の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外だが、
将来の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外であり、
将来も収益事業外と位置
付けている
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(17) 重視している連携先 

全体では「顧客」の割合が最も高く 48.4%である。次いで、「地方自治体（40.1%）」、「政府

の関連省庁（29.9%）」である。関西においても「顧客（50.7%）」、「地方自治体（40.6%）」の

順である。 

図表 29 重視している連携先（所在地別） 

 
 

連携先を売上高別にみると、「500 億円超」における「顧客（70.7%）」、「地方自治体

（48.8%）」、「仕入先(46.3%)」が、全体の中で高い割合となっている。 

図表 30 重視している連携先（売上高別） 

 

（上段：実数、下段：％）

政
府
の
関
連

省
庁

地
方
自
治
体

同
業
他
社

異
業
種
他
社

金
融
機
関

株
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投
資
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地
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住
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国
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・
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N
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仕
入
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視
す

る
相
手
は
い
な
い

そ
の
他

157 47 63 24 30 33 28 30 14 27 19 76 37 6 13 9

100.0 29.9 40.1 15.3 19.1 21.0 17.8 19.1 8.9 17.2 12.1 48.4 23.6 3.8 8.3 5.7

41 14 18 7 4 10 11 9 2 8 6 21 13 0 3 2

100.0 34.1 43.9 17.1 9.8 24.4 26.8 22.0 4.9 19.5 14.6 51.2 31.7 0.0 7.3 4.9

46 12 17 9 13 8 3 11 3 8 7 20 7 1 4 2

100.0 26.1 37.0 19.6 28.3 17.4 6.5 23.9 6.5 17.4 15.2 43.5 15.2 2.2 8.7 4.3

69 21 28 8 13 15 14 10 9 11 6 35 17 5 5 5

100.0 30.4 40.6 11.6 18.8 21.7 20.3 14.5 13.0 15.9 8.7 50.7 24.6 7.2 7.2 7.2

合
計

合計

所
在
地

関東

中部

関西

（上段：実数、下段：％）
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な
い

そ
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157 47 63 24 30 33 28 30 14 27 19 76 37 6 13 9

100.0 29.9 40.1 15.3 19.1 21.0 17.8 19.1 8.9 17.2 12.1 48.4 23.6 3.8 8.3 5.7

42 14 14 3 6 11 1 4 2 4 3 17 4 1 6 3

100.0 33.3 33.3 7.1 14.3 26.2 2.4 9.5 4.8 9.5 7.1 40.5 9.5 2.4 14.3 7.1

35 8 17 7 5 9 6 4 2 3 0 15 5 0 2 2

100.0 22.9 48.6 20.0 14.3 25.7 17.1 11.4 5.7 8.6 0.0 42.9 14.3 0.0 5.7 5.7

38 11 11 6 7 6 7 7 1 5 2 15 9 0 5 1

100.0 28.9 28.9 15.8 18.4 15.8 18.4 18.4 2.6 13.2 5.3 39.5 23.7 0.0 13.2 2.6

41 14 20 8 12 7 14 15 9 15 14 29 19 5 0 3

100.0 34.1 48.8 19.5 29.3 17.1 34.1 36.6 22.0 36.6 34.1 70.7 46.3 12.2 0.0 7.3

合
計

合計

売
上
高

50億円以
下

50億円超
100億円
以下

100億円
超500億
円以下

500億円
超
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収益事業に位置付けている企業は、顧客、仕入先、株主・投資家の割合が高く、サプライチ

ェーンを通じた連携、株主・投資家への理解を求めることが多いことがわかる。 

 

図表 31 重視している連携先（SDGs の取組の事業における位置付け別） 

 

  

（上段：実数、下段：％）

政
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は
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な
い
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他

157 47 63 24 30 33 28 30 14 27 19 76 37 6 13 9

100.0 29.9 40.1 15.3 19.1 21.0 17.8 19.1 8.9 17.2 12.1 48.4 23.6 3.8 8.3 5.7

55 19 21 9 11 11 19 13 8 16 9 35 16 4 2 2

100.0 34.5 38.2 16.4 20.0 20.0 34.5 23.6 14.5 29.1 16.4 63.6 29.1 7.3 3.6 3.6

71 24 32 12 17 14 9 11 5 8 9 28 15 1 6 4

100.0 33.8 45.1 16.9 23.9 19.7 12.7 15.5 7.0 11.3 12.7 39.4 21.1 1.4 8.5 5.6

28 3 8 3 2 6 0 6 1 3 1 12 6 1 5 3

100.0 10.7 28.6 10.7 7.1 21.4 0.0 21.4 3.6 10.7 3.6 42.9 21.4 3.6 17.9 10.7

合
計

合計

位
置
付
け

現在の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外だが、
将来の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外であり、
将来も収益事業外と位置
付けている
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(18) SDGsに取り組む上で、課題と感じること（SDGsの取組の事業における位置付け） 

「社内での理解度が低い」の割合が最も高く 47.7%である。次いで、「マンパワーの不足

（39.7%）」、「具体的な目標・KPI の設定の仕方がわからない（32.8%）」である。 

SDGs に取り組む上で、課題と感じることを所在地別にみると、関西は「社内での理解度が

低い」「マンパワーの不足」が全体よりも割合が低い。全般に課題と感じている割合が低い。 

図表 32 SDGs に取り組む上で、課題と感じること（所在地別） 

 

収益事業に位置付けている企業と収益事業外の企業を比べると、回答結果は大きく異なる項

目がある。収益や取組のメリットに関する課題は、収益事業外の企業では高いものの収益事業

と位置付けている企業では低くなっている。 

図表 33 SDGs に取り組む上で、課題と感じること（SDGs の事業における位置付け別） 

 

（上段：実数、下段：％）
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411 124 111 196 119 134 135 163 44 48 11 3

100.0 30.2 27.0 47.7 29.0 32.6 32.8 39.7 10.7 11.7 2.7 0.7

55 10 10 27 3 6 18 21 4 8 4 1

100.0 18.2 18.2 49.1 5.5 10.9 32.7 38.2 7.3 14.5 7.3 1.8

71 21 24 44 8 12 30 31 10 11 0 0

100.0 29.6 33.8 62.0 11.3 16.9 42.3 43.7 14.1 15.5 0.0 0.0

29 7 12 9 6 8 13 9 3 6 0 1

100.0 24.1 41.4 31.0 20.7 27.6 44.8 31.0 10.3 20.7 0.0 3.4
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計

合計
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置
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け

現在の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外だが、
将来の収益事業の一部と
位置付けている

現在は収益事業外であり、
将来も収益事業外と位置
付けている
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(19) SDGs推進の後押しに有効な支援策（SDGsの取組の事業における位置付け） 

SDGs 推進に有効な支援策を売上高別にみると、「情報発信」や「地域課題・国際課題の把

握」の支援については、規模が大きな企業で高くなっており、企業のニーズに応じて適切な支

援を行うことが必要となる。 

図表 34 SDGs 推進の後押しに有効な支援策(売上別) 

 

SDGs の取組の事業における位置付け別にみると、「現在は収益事業外だが、将来の収益事

業の一部と位置付けている」では「SDGs を活用したビジネスのノウハウ・プロセス等の習

得」の割合が高い。「現在の収益事業の一部と位置付けている」では「SDGs に取り組む企業

の PR/情報発信支援」の割合が高い。つまり、取組の段階に応じた支援策が必要である。 

図表 35 SDGs 推進の後押しに有効な支援策（SDGs の取組の事業における位置付け別） 
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100.0 17.2 27.6 13.8 31.0 34.5 20.7 20.7 44.8 13.8 10.3 13.8 10.3 0.0
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(20) 連携して SDGsの取組を進めるうえで課題と感じること 

全体では「適切な連携先を見つける手段・機会がない」の割合が最も高く 41.6%である。次

いで、「企業秘密などがあり情報の共有が難しい（24.3%）」、「適切な知見を持った組織・団体

がない（22.9%）」である。 

課題と感じることを所在地別にみると、関西では「適切な連携先を見つける手段・機会がな

い（35.4%）」が最も高いが、割合はほかの地域よりも低い。他の項目についても全般的に割合

が低く、連携という面での課題は相対的に小さい。 

 

図表 36 連携して SDGs の取組を進めるうえで課題と感じること（所在地別） 
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21.8%
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23.1%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

適切な連携先を見つける手段・機会がない

適切な知見を持った組織・団体がない

連携を進める上で十分な予算がない

連携先と共通の目標を見いだせない

政府や国際機関からの十分な情報がない

企業秘密などがあり情報の共有が難しい

その他

特にない

無回答

合計(n=411)

関東(n=104)

中部(n=150)

関西(n=147)

適切な連携先を見つける

手段・機会がない

適切な知見を持った

組織・団体がない

連携を進める上で

十分な予算がない

連携先と共通の目標を

見いだせない

政府や国際機関からの

十分な情報がない

企業秘密などがあり

情報の共有が難しい
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課題に感じることを売上高別にみると、「適切な連携先を見つける手段・機会がない」は、

企業規模が大きくなると、割合は低くなる傾向がある。また、企業規模が大きくなると、課題

は「特にない」という割合も高くなる。 

図表 37 連携して SDGs の取組を進めるうえで課題と感じること（売上別） 
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100億円超500億円以下
500億円超(n=49)

適切な連携先を見つける
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特にない
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連携して SDGs の取組を進めるうえで課題と感じることを SDGs の取組の事業における位

置付け別にみると、「現在の収益事業の一部と位置付けている」では「適切な連携先を見つけ

る手段・機会がない（34.5%）」がすべての選択肢の中で最も割合が高い。 

「現在は収益事業外だが、将来の収益事業の一部と位置付けている」も同様に、「適切な連

携先を見つける手段・機会がない（39.4%）」がすべての選択肢の中で最も割合が高い。 

 

図表 38 連携して SDGs の取組を進めるうえで課題と感じること 
（SDGs の取組の事業における位置付け別） 
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位置付けている(n=55)

現在は収益事業外だが、

将来の収益事業の一部と
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(21) 新型コロナウイルスの感染拡大による SDGs推進への影響 

全体では「現在 SDGs に関わる事業はない」の割合が最も高く 45.0%である。次いで、「未

定・調整中（25.8%）」、「予定通り実施する（17.3%）」である。 

所在地別にみると、関西は、「予定通り実施する（23.8%）」と全体よりも割合が高い。「未

定・調整中(22.4%)」の割合は全体よりも低い。 

 

図表 39 新型コロナウイルスの感染拡大による SDGs 推進への影響（所在地別） 
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延期ではなく内容を変更して実施する

一部を中止する

未定・調整中

現在SDGsに関わる事業はない

その他

無回答

予定通り実施する

延期する

延期ではなく内容を

変更して実施する

一部を中止する

未定・調整中

現在SDGsに関わる

事業はない

その他

無回答

中部(n=150)

合計(n=411)

関東(n=104)

関西(n=147)
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新型コロナウイルスの感染拡大による SDGs 推進への影響を売上高別にみると、「500 億

円超」では「予定通り実施する（51.0%）」の割合が全体よりも高く、「関わる事業はない

（16.3％）」の割合が全体よりも低い。 

 

図表 40 新型コロナウイルスの感染拡大による SDGs 推進への影響（売上高別） 
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(22) 新型コロナウイルスの感染拡大により生じた課題 

全体では「今の状態からどのように SDGs の推進ができるかわからない」の割合が最も高く

35.3%である。次いで、「特に課題はない（32.8%）」、「SDGs 推進を行うための人的余裕がな

い（17.8%）」である。 

中部では、「今の状態からどのように SDGs の推進ができるかわからない（41.3%）」が高い

一方で、「特に課題はない（30.7%）」は全体よりも割合が低い。関西は、「特に課題はない

（34.0％）」が最も高く、「推進できるかわからない（30.6%）」を上回っている。 

 

図表 41 新型コロナウイルスの感染拡大により生じた課題（所在地別） 
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感染拡大により生じた課題を売上高別にみると、「500 億円超」では、「今の状態からどのよ

うに SDGs の推進ができるかわからない」の割合が低く、「特に課題はない」の割合が高く、

大きな影響を受けていない。 

一方、「50 億円以下」では、「今の状態からどのように SDGs の推進ができるかわからな

い」の割合が全体よりも高く、大きな影響を受けている。 

 

図表 42 新型コロナウイルスの感染拡大により生じた課題（売上髙別） 
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15.3%

17.8%

35.3%

32.8%

5.6%

7.1%

16.0%

16.6%

18.7%

41.7%

25.7%

4.3%

9.6%

9.4%

11.5%

15.6%

32.3%

40.6%

5.2%

6.3%

6.7%

18.7%

21.3%

38.7%

32.0%

4.0%

4.0%

10.2%

14.3%

12.2%

14.3%

46.9%

14.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

SDGs推進を行うための資金的余裕がない

SDGs推進を行うための時間に余裕がない

SDGs推進を行うための人的余裕がない

今の状態からどのようにSDGsの推進ができるかわからない

特に課題はない

その他

無回答

50億円以下(n=187)

合計(n=411)

50億円超100億円以下(n=96)
100億円超500億円以下(n=75)
500億円超(n=49)

無回答

その他

特に課題はない

今の状態からどのように

SDGsの推進ができるか

わからない

SDGs推進を行うための

人的余裕がない

SDGs推進を行うための

時間に余裕がない

SDGs推進を行うための

資金的余裕がない
SDGs推進を行うための

資金的余裕がない
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(23) 今後の持続可能なビジネスモデルを確立するためにしていること 

全体では「電子化・オンライン化の推進」の割合が最も高く 37.2%である。次いで、「勤務

形態の見直し（33.6%）」、「わからない・変更はない（29.7%）」、「自動化・省人化の推進

（29.7%）」である。 

関東は「勤務形態の見直し（46.2%）」が最も高く、「電子化・オンライン化の推進

（40.4%）」の順である。関西は「勤務形態の見直し（38.8%）」が最も高く、「電子化・オンラ

イン化の推進（37.4%）」の順である。中部は、「勤務形態の見直し（20.7%）」が低くなってい

ることが特徴である。 

 

図表 43 今後の持続可能なビジネスモデルを確立するためにしていること（所在地別） 
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37.4%

25.9%

15.6%

38.8%

3.4%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

わからない・変更はない

新規事業・新商品開発

調達ルート・販路の変更

電子化・オンライン化の推進

自動化・省人化の推進

既存事業の再編・見直し

勤務形態の見直し

その他

無回答

中部(n=150)

わからない・変更はない

新規事業・新商品開発

調達ルート・販路の変更

電子化・オンライン化の推進

既存事業の再編・見直し

自動化・省人化の推進

勤務形態の見直し

その他

無回答

関西(n=147)

関東(n=104)

合計(n=411)



資料-32 

 

売上高別にみると、「電子化・オンライン化の推進」、「勤務形態の見直し」については、企

業規模が大きいほど、取組が進んでおり、小さくなると取組が進んでいない傾向がある。 

 

図表 44 今後の持続可能なビジネスモデルを確立するためにしていること（売上高別） 
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わからない・変更はない

新規事業・新商品開発

調達ルート・販路の変更

電子化・オンライン化の推進

自動化・省人化の推進

既存事業の再編・見直し
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50億円以下(n=187)

500億円超(n=49)
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合計(n=411)

無回答

勤務形態の見直し

その他

既存事業の再編・見直し

自動化・省人化の推進

電子化・オンライン化の推進

調達ルート・販路の変更

わからない・変更はない

新規事業・新商品開発
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資料２．アンケート調査票  

SDGsへの取組に関するアンケート調査票 
 
貴社の名称・ご住所・ご担当者名・所属部署名・ご連絡先をご記入ください。 

貴社名  

(本社)所在地       都・府・県         市・町・村 

ご担当者名  所属部署名  

ご連絡先 電話番号  E-mail  
 

A．貴社の業種・規模について 
 
問1 貴社の業種をお答えください。（○は１つ） 

1 はん用機械 2 生産用機械 3 業務用機械 

4 電子部品・デバイス・電子回路 5 電気機械 6 情報通信機械 

7 輸送用機械 8 その他製造業 9 製造業以外 
 
問2 貴社の資本金をお答えください。（○は１つ） 

1 1,000 万円以下 2 
1,000 万円超 5,000 万円以

下 
3 5,000 万円超 1 億円以下 

4 1 億円超 5 億円以下 5 5 億円超 10 億円以下 6 10 億円超 50 億円以下 

7 50 億円超 100 億円以下 8 100 億円超   
 
問3 貴社の年間の売上高をお答えください。（○は１つ） 

１ 1 億円以下 2 1 億円超 5 億円以下 3 5 億円超 10 億円以下 

4 10 億円超 50 億円以下 5 50 億円超 100 億円以下 6 100 億円超 500 億円以下 

7 500 億円超 1,000 億円以下 8 
1,000 億円超 5,000 億円以

下 
9 5,000 億円超 

 
問4 貴社の従業員数をお答えください。（○は１つ） 

1 50 名以下 2 50 名超 100 名以下 3 100 名超 300 名以下 

4 300 名超 500 名以下 5 500 名超 1,000 名以下 6 1,000 名超 5,000 名以下 

7 5,000 名超 1 万名以下 8 1 万名超 5 万名以下 9 5 万名超 
 

B．SDGs（持続的な開発目標）の認知度・取組状況について 
 
問5 貴社における SDGsの認知度について最も適当なものをお答えください。（○は１つ） 

1 SDGs について全く知らない（今回の調査で初めて認識した） 

2 SDGs という言葉を聞いたことがあるが、内容は知らない 

3 SDGs の内容について知っているが、特に対応は検討していない 

4 SDGs について対応・アクションを検討している 

5 SDGs について既に対応・アクションを行っている 
 
問6 SDGsの取組を始めた要因は何ですか。（○はいくつでも） 

1 世間の認知度の高まり 2 顧客からの要請 3 仕入先からの要請 

4 
株主・機関投資家からの要
請 

5 
海外支店・工場等の海外拠
点からの要請 

6 
その他ステークホルダー（金
融機関・行政等）の要請 

7 事業機会の顕在化 8 経営層のコミットメント 9 社員の意識の変化 

10 CSR 部門の活動の活発化 11 その他（                                  ） 
 
問7-1 グローバル・バリューチェーン(ビジネスにかかわる国際的なつながり)の下で、取引先等のステーク

ホルダーから SDGsへの取組を求められる機会は増えていると感じますか。（○は一つ） 

1～3 にお答えいただい
た方⇒項目「C」問 18 か
らご回答下さい。 
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1 SDGs への取組が取引をする上で必須条件として提示されることがある 

2 SDGs への取組が取引をする上で必須ではないものの求められることがある 

3 現在は SDGs への取組を求められる機会はないが、今後は増えると考えられる 

4 現在は SDGs への取組を求められる機会はなく、今後もないと考えられる 

問 7-2 (問 7-1 で 1～２にお答えいただいた方)グローバル・バリューチェーンの下で、取引先等のステーク

ホルダーから求められる SDGsへの取組として、具体的な内容をお答えください。（○はいくつでも） 

1 自社が定めている SDGs に係る行動指針、事業計画、製品・サービスの紹介書類等の提出 

2 自社が取引において SDGs の取組を推進する旨の同意書等の提出 

3 製品、原材料、部品の調達先が SDGs の取組を推進している旨の確認書類等の提出 

４ 公的機関等から受けている SDGs に関連した表彰や認定関係書類等の提出 

5 その他（                                                       ） 
 
問8 SDGsに事業活動として取り組むにあたっての当初の目的をお答えください。（○はいくつでも） 

1 取引の拡大（新規開拓含む） 2 売上高・利益の増加 

3 従業員の意識改革 4 求人への応募の増加 

5 補助金や助成金の採択の増加 6 融資の際の優遇 

7 株主・機関投資家による評価 8 競合他社との差別化・差異化 

9 
新規事業立ち上げ、新製品・サービスの開発
に役立つ 

10 
サプライチェーンや社内体制など、管理面の見
直しにつながる 

11 社外ステークホルダーとの連携強化 12 表彰等のノミネートの増加 

13 その他（                       ）   
 
問9 SDGs に対応するために、現在取り組んでいる具体的な対応・アクションについてお答えください。（○

はいくつでも） 

1 本業を通じた社会課題解決の取組 2 自社のブランディングや PR 等に活用 

3 SDGs について理解するための情報収集・勉強 4 社員の人材育成に活用 

5 
SDGs を新規事業の立ち上げや新商品・新サ
ービス開発等に活用 

6 
SDGsのゴールに合わせた自社の取組のマッピ
ング 

7 
SDGs への対応を自社の経営計画・事業計画
等に反映 

8 
本業以外(CSR 活動等）での社会貢献等の取
組 

9 その他（                      ）   
 
問10 SDGsに事業活動として取り組んだことによる現時点での効果をお答えください。（○はいくつでも） 

1 取引が拡大（新規開拓含む） 2 売上高・利益が増加 

3 従業員の意識改革 4 求人への応募が増加 

5 補助金や助成金の採択が増加 6 融資の際の優遇 

7 株主・機関投資家による評価 8 競合他社との差別化・差異化 

9 
新規事業立ち上げ、新製品・サービスの開発
に役立った 

10 
サプライチェーンや社内体制など、管理面の見
直しにつながった 

11 社外ステークホルダーとの連携強化 12 表彰等のノミネートが増加 

13 まだ効果は出ていない 14 その他（                       ） 
 
問11 SDGs に対応するために、今後新たに取り組みを検討している具体的な対応・アクションについてお

答えください。（○はいくつでも） 

1 本業を通じた社会課題解決の取組 2 自社のブランディングや PR 等に活用 

3 SDGs について理解するための情報収集・勉強 4 社員の人材育成に活用 

5 
SDGs を新規事業の立ち上げや新商品・新サ
ービス開発等に活用 

6 
SDGsのゴールに合わせた自社の取組のマッピ
ング 

7 
SDGs への対応を自社の経営計画・事業計画
等に反映 

8 
本業以外(CSR 活動等）での社会貢献等の取
組 

9 新たな取組は検討していない 10 その他（                      ） 

「問 7-2」へ 

「問 8」へ 



資料-35 

 

 
問12 貴社が行動できると考える SDGs のゴールの番号（１～17）をご記入ください。（番号はいくつでも、

SDGs のゴール<１～１７の番号>は別添の一覧表をご参照ください） 

具体的に貢献（行動）できるもの 間接的・補助的に貢献（行動）できるもの ※記入例 

  1、2、17 
 
問13 SDGsの取組に関して、事業における位置付けをお答えください。（○は一つ） 

1 現在の収益事業の一部と位置付けている 

2 現在は収益事業外だが、将来の収益事業の一部と位置付けている 

3 現在は収益事業外であり、将来も収益事業外と位置付けている 

 

問14 貴社では、SDGs 等の社会課題の解決への取組の成果を評価するにあたり、基準を設けていますか。

（○は一つ） 

1 定量評価基準のみ設けている 2 定性評価基準のみ設けている 

3 定量・定性評価の両方の基準を設けている 4 特に評価基準は設けていない 

（1～3を選択された方）具体的な評価基準をご記入ください（別紙資料等のコピーの同封も可能です） 

 
 

問15 貴社内・社外での SDGsの認知度向上のために、どのような活動をしていますか。（○はいくつでも） 

1 研修(e-Learning 含む） 2 WEB での周知 

3 社報等（紙媒体）での周知 4 トップメッセージ 

5 専任組織の立上げ 6 新入社員オリエンテーション 

7 管理職研修 8 業績評価への連動 

9 行動憲章・行動規範への掲載 10 経営方針説明会などでの言及 

11 SDGs バッジ等のグッズの社員への配布 12 啓発ポスターなど 

13 その他（                      ） 14 特にない 
 
問16 貴社で、SDGs などに関連する社会課題の解決に取り組む際に、重視している連携先を教えてくださ

い。（○はいくつでも） 

1 政府の関連省庁 2 地方自治体 3 同業他社 

4 異業種他社 5 金融機関 6 株主・機関投資家 

7 地域住民 8 
外国政府・自治体・政府系
団体 

9 
シンクタンク、大学などの研
究機関 

10 NGO・NPO 11 顧客 12 仕入先 

13 民間財団 14 特に重視する相手はいない 15 その他（            ） 
 

問17 貴社が現在取り組んでいる、または今後計画している具体的な SDGsの取組内容を教えてください。

対外的に PRできるような内容はぜひともご記入ください（別紙資料等のコピーの同封も可能です）。 

 

 

C．SDGs に取り組む上での課題について 
 
問18 SDGsに取り組む上で、課題と感じられることは何ですか。（○はいくつでも） 

1 社会的な認知度が高まっていない 2 収益の増加に結びつかない 

3 社内での理解度が低い 4 取り組むことによるメリットがない・わからない 

5 何から取り組んでいいかわからない 6 具体的な目標・KPIの設定の仕方がわからない 

7 マンパワーの不足 8 資金の不足 

9 行政の関与が希薄 10 その他（                       ） 
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問19 SDGs推進の後押しになると思われる、有効な支援策は何ですか。（○はいくつでも） 

1 SDGs に関する地域関係者のネットワーク構築 2 SDGs に取り組む企業の PR/情報発信支援 

3 
ビジネスになり得る地域課題や国際課題等の

把握のための支援 
4 

SDGs を活用したビジネスのノウハウ・プロセス

等の習得 

5 SDGs に取り組む企業に対するお墨付き・認定 6 SDGs 関連のセミナー・シンポジウムの開催 

7 SDGs をテーマにしたビジネスマッチング 8 SDGs に取り組む際に活用できる補助金 

9 SDGs に取り組む際に活用できる低金利融資 10 SDGs に取り組む際に受けられる投資 

11 経済団体(商工会議所等)・金融機関等による助言 12 その他（                       ） 
 

問20 他のステークホルダーと連携して SDGsの取り組みを進めるうえで課題と感じることは何ですか。 

（○はいくつでも） 

1 適切な連携先を見つける手段・機会がない 2 適切な知見を持った組織・団体がない 

3 連携を進める上で十分な予算がない 4 連携先と共通の目標を見いだせない 

5 政府や国際機関からの十分な情報がない 6 企業秘密などがあり情報の共有が難しい 

7 その他（                      ） 8 特にない 
 

D．新型コロナウイルス感染症の拡大が SDGs への取組に与える影響について 
 
問21 新型コロナウイルスの感染拡大により、SDGs推進に影響はありますか。（○はいくつでも） 

1 予定通り実施する 2 延期する 

3 延期ではなく内容を変更して実施する 4 一部を中止する 

5 未定・調整中 6 現在 SDGs に関わる事業はない 

7 その他（                       ）   
 
問22 SDGs 推進に関わる事業を推進していく上で、新型コロナウイルスの感染拡大により生じた課題はあ

りますか。（○はいくつでも） 

1 SDGs 推進を行うための資金的余裕がない 2 SDGs 推進を行うための時間に余裕がない 

3 SDGs 推進を行うための人的余裕がない 4 
今の状態からどのように SDGs の推進ができる

かわからない 

5 特に課題はない 6 その他（                       ） 
 
問23 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、今後の持続可能なビジネスモデルを確立するために、現在

工夫している、または対応を予定していることはありますか。（○はいくつでも） 

1 わからない・変更はない 2 新規事業・新商品開発 

3 調達ルート・販路の変更 4 電子化・オンライン化の推進 

5 自動化・省人化の推進 6 既存事業の再編・見直し 

7 勤務形態の見直し 8 その他（                      ） 

上記の具体的な取組内容を教えてください（自由回答） 

 

 

 
問24 既存の SDGsへの取組の中で、新型コロナウイルス感染拡大の状況下で効果があったと考えられる

事例があればお答えください。（自由回答） 

 

 
ご協力ありがとうございました。記入漏れがないかご確認の上、同封の返送用封筒に入れて、 

9月 18日（金）までに、切手を貼らずにポストへ入れてください。 



資料-37 

 

資料３．「SDGs 達成度ランキング」算出に使用されている指標 

 

 
（出所）ベルテルスマン財団、持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（SDSN）「持続可能な開発報告書 2020」

（Sustainable Development Report 2020）(以下同様) 
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